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議案第３４号 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市個人番号の利用に関する条例（平成２７年さいたま市条例第６０号）の 

一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語 

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴～⑷ ［略］ 

⑸ 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に 

規定する特定個人番号利用事務をいう。 

⑹ 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定 

する利用特定個人情報をいう。 

 

 （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別 

表第１の左欄に掲げる機関が行う同表の右欄に掲 

げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関が行う同 

表の中欄に掲げる事務及び市長（法令（条例及び 

規則を含む。）の規定により市長が行う事務の全 

部又は一部を行うこととされている者を含む。以 

下同じ。）が行う特定個人番号利用事務とする。 

 

２ ［略］ 

３ 市長は、特定個人番号利用事務を処理するため 

に必要な限度で、利用特定個人情報であって自ら 

が保有するものを利用することができる。ただし、

法の規定により、情報提供ネットワークシステム 

を使用して他の個人番号利用事務実施者から当該 

利用特定個人情報の提供を受けることができる場 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語 

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴～⑷ ［略］ 

 

 

 

 

 

 （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別 

表第１の左欄に掲げる機関が行う同表の右欄に掲  

げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関が行う同 

表の中欄に掲げる事務及び市長（法令（条例及び 

規則を含む。）の規定により市長が行う事務の全 

部又は一部を行うこととされている者を含む。以 

下同じ。）が行う法別表第２の第２欄に掲げる事 

務とする。 

２ ［略］ 

３ 市長は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処 

理するために必要な限度で、同表の第４欄に掲げ 

る特定個人情報であって自らが保有するものを利 

用することができる。ただし、法の規定により、 

情報提供ネットワークシステムを使用して他の個 

人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提 
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合は、この限りでない。 

４ ［略］ 

供を受けることができる場合は、この限りでない。

４ ［略］ 

  

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日又はこの条例の公

布の日のいずれか遅い日から施行する。 
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議案第３５号 

   さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正

する条例の制定について 

 さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する

条例を次のように定める。 

  令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正

する条例 

 （さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年さ

いたま市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（給与の種類） （給与の種類） 
第２条 法第２２条の２第１項第２号に掲げる会計

年度任用職員（以下「フルタイム会計年度任用職

員」という。）の給与は、給料（さいたま市職員

の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１

３年さいたま市条例第２９号）第８条第１項に規

定する正規の勤務時間（以下「正規の勤務時間」

という。）による勤務に対する報酬をいう。以下

同じ。）並びに初任給調整手当、地域手当、通勤

手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当及び

勤勉手当とする。 

第２条 法第２２条の２第１項第２号に掲げる会計

年度任用職員（以下「フルタイム会計年度任用職

員」という。）の給与は、給料（さいたま市職員

の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１

３年さいたま市条例第２９号）第８条第１項に規

定する正規の勤務時間（以下「正規の勤務時間」

という。）による勤務に対する報酬をいう。以下

同じ。）並びに初任給調整手当、地域手当、通勤

手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期末手当と

する。 
２ 法第２２条の２第１項第１号に掲げる会計年度

任用職員（以下「パートタイム会計年度任用職員

」という。）の給与は、基本報酬（地域手当に相

当する報酬を含む。以下同じ。）並びに初任給調

整手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤

２ 法第２２条の２第１項第１号に掲げる会計年度

任用職員（以下「パートタイム会計年度任用職員

」という。）の給与は、基本報酬（地域手当に相

当する報酬を含む。以下同じ。）並びに初任給調

整手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤
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務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当に相当する

報酬（以下「手当相当報酬」という。）並びに期

末手当及び勤勉手当とする。 

務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当に相当する

報酬（以下「手当相当報酬」という。）並びに期

末手当とする。 
  
（手当及び手当相当報酬） （手当及び手当相当報酬） 

第６条 フルタイム会計年度任用職員には、給与条

例の適用を受ける常勤職員に支給される手当との

権衡を考慮して規則で定めるところにより、第２

条第１項に規定する手当（期末手当及び勤勉手当

を除く。）を支給することができる。 

第６条 フルタイム会計年度任用職員には、給与条

例の適用を受ける常勤職員に支給される手当との

権衡を考慮して規則で定めるところにより、第２

条第１項に規定する手当（期末手当を除く。）を

支給することができる。 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ ６月１日及び１２月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在

職する会計年度任用職員には、給与条例の適用を

受ける常勤職員（給与条例第２７条第２項に規定

する特定管理職員を除く。）に支給される期末手 
当及び勤勉手当との権衡を考慮して規則で定める 
ところにより、期末手当及び勤勉手当を支給する 
ことができる。これらの基準日前１月以内に退職 
し、又は死亡した会計年度任用職員についても同 
様とする。 

３ ６月１日及び１２月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在

職する会計年度任用職員には、給与条例の適用を

受ける常勤職員（給与条例第２７条第２項に規定

する特定管理職員を除く。）に支給される期末手 
当との権衡を考慮して規則で定めるところにより、

期末手当を支給することができる。これらの基準 
日前１月以内に退職し、又は死亡した会計年度任 
用職員についても同様とする。 

  

 （さいたま市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市職員の育児休業等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第３

０号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 
第７条 ［略］ 第７条 ［略］ 
２ 職員給与条例第３０条第１項（教職員給与条例

第２６条において準用する場合を含む。）に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

のうち、基準日以前６月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉

手当を支給する。 

２ 職員給与条例第３０条第１項（教職員給与条例

第２６条において準用する場合を含む。）に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を

除く。）のうち、基準日以前６月以内の期間にお

いて勤務した期間がある職員には、当該基準日に

係る勤勉手当を支給する。 
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（育児休業をした職員の職務復帰後における号給 
の調整） 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給 
の調整） 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員を除く。）が職務に復帰

した場合において、部内の他の職員との均衡上必

要があると認められるときは、その育児休業の期

間を１００分の１００以下の換算率により換算し

て得た期間を引き続き勤務したものとみなして、

その職務に復帰した日及びその日後における最初

の職員の昇給を行う日として人事委員会規則で定

める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準

じてその者の号給を調整することができる。 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法第２２ 
条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。

 ）が職務に復帰した場合において、部内の他の職

員との均衡上必要があると認められるときは、そ

の育児休業の期間を１００分の１００以下の換算

率により換算して得た期間を引き続き勤務したも

のとみなして、その職務に復帰した日及びその日

後における最初の職員の昇給を行う日として人事

委員会規則で定める日又はそのいずれかの日に、

昇給の場合に準じてその者の号給を調整すること

ができる。 
  

 （さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 
 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（会計年度任用職員の給与） （会計年度任用職員の給与） 
第２３条 技能職員で会計年度任用職員（法第２２ 

条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。

 以下同じ。）であるものの給与は、給料、地域手

当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末

手当及び勤勉手当とし、その額及び支給方法は、

職員及びさいたま市会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例（令和元年さいたま市条例

第１８号）の適用を受ける会計年度任用職員との

権衡を考慮して規則で定める。 

第２３条 技能職員で会計年度任用職員（法第２２ 
条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。

 以下同じ。）であるものの給与は、給料、地域手

当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期

末手当とし、その額及び支給方法は、職員及びさ

いたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例（令和元年さいたま市条例第１８号）

の適用を受ける会計年度任用職員との権衡を考慮

して規則で定める。 
２ ［略］ ２ ［略］ 
  

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第３６号 

さいたま市戸籍等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市戸籍等関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市戸籍等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市戸籍等関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７１号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 
事務の種類 手数料の額 

１ 法第１０条第１項及び第１

０条の２第１項から第５項ま

で（これらの規定を法第１２

条の２において準用する場合

を含む。）、第４８条第１項

及び第２項（これらの規定を

法第１１７条において準用す

る場合を含む。）、第１２０

条第１項、第１２０条の２第

１項、第１２０条の３第１項

及び第２項、第１２０条の６

第１項並びに第１２６条の規

定による戸籍に関する事務 

 

 ⑴ 戸籍の謄本若しくは抄本

の交付又は戸籍証明書の交

付 
 
 

 ［略］ 

 

 

 

 

 

 ⑵ ［略］  ［略］ 

 ⑶ 戸籍電子証明書提供用識

別符号の発行（情報通信技

術を活用した行政の推進等

戸籍電子証

明書提供用

識別符号１

事務の種類 手数料の額 
１ 法第１０条第１項及び第１

０条の２第１項から第５項ま

で（これらの規定を法第１２

条の２において準用する場合

を含む。）、第４８条第１項

及び第２項（これらの規定を

法第１１７条において準用す

る場合を含む。）、第１２０

条第１項並びに第１２６条の

規定による戸籍に関する事務 

 
 
 

 

 ⑴ 戸籍の謄本若しくは抄本

の交付又は磁気ディスクを

もって調製された戸籍に記

録されている事項の全部若

しくは一部を証明した書面

の交付 

 ［略］ 

 ⑵ ［略］  ［略］ 
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に関する法律（平成１４年

法律第１５１号）第７条第

１項の規定により同法第６

条第１項に規定する電子情

報処理組織を使用する方法

（総務省令で定めるものに

限る。以下この項において

同じ。）により戸籍電子証

明書提供用識別符号の発行

を行う場合（当該発行に係

る戸籍電子証明書の請求が

同条第１項の規定により同

項に規定する電子情報処理

組織を使用する方法により

行われた場合に限る。）に

おける当該発行及び戸籍電

子証明書提供用識別符号の

発行に係る戸籍電子証明書

の請求を行う者が同時に当

該戸籍電子証明書が証明す

る事項と同一の事項を証明

する戸籍の謄本若しくは抄

本又は戸籍証明書の請求を

行う場合における当該発行

を除く。） 

件につき 

４００円 

 ⑷ 除かれた戸籍の謄本若し

くは抄本の交付又は除籍証

明書の交付  
 
 
 

［略］ 

 ⑸ ［略］  ［略］ 

 ⑹ 除籍電子証明書提供用識

別符号の発行（情報通信技

術を活用した行政の推進等

に関する法律第７条第１項

の規定により同法第６条第

１項に規定する電子情報処

理組織を使用する方法によ

り除籍電子証明書提供用識

別符号の発行を行う場合（

当該発行に係る除籍電子証

明書の請求が同項の規定に

より同項に規定する電子情

報処理組織を使用する方法 
により行われた場合に限る。

  ）における当該発行及び除

籍電子証明書提供用識別符

号の発行に係る除籍電子証

明書の請求を行う者が同時

除籍電子証

明書提供用

識別符号１

件につき 

７００円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ⑶ 除かれた戸籍の謄本若し

くは抄本の交付又は磁気デ

ィスクをもって調製された

除かれた戸籍に記録されて

いる事項の全部若しくは一

部を証明した書面の交付 

［略］ 

 ⑷ ［略］  ［略］ 
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に当該除籍電子証明書が証

明する事項と同一の事項を

証明する除かれた戸籍の謄

本若しくは抄本又は除籍証

明書の請求を行う場合にお

ける当該発行を除く。） 
 ⑺ 届出若しくは申請の受理

の証明書の交付、届書その

他市長の受理した書類に記

載した事項の証明書の交付

又は届書等情報の内容の証

明書の交付 

 ［略］ 

 ⑻ 届書その他市長の受理し

た書類の閲覧又は届書等情

報の内容を表示したものの

閲覧 

書類又は届

書等情報の

内容を表示

したもの１

件につき 

３５０円 
２～８ ［略］ 

 
 
 
 
 
 
 ⑸ 届出若しくは申請の受理

の証明書の交付又は届書そ

の他市長の受理した書類に

記載した事項の証明書の交

付 
 

［略］ 

 ⑹ 届書その他市長の受理し

た書類の閲覧 
 
 
 
 

書類１件に

つき ３５

０円 

２～８ ［略］ 
 

  

附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 
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議案第３７号 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市建築等関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （減免） 
第４条 ［略］ 
２・３ ［略］ 
４ 市長が特に必要があると認める建築物について 

は、別表第１４項、第１４項の２及び第１５項か    

ら第５１項の９までに規定する手数料を免除する。

 
別表（第２条関係） 

 （減免） 
第４条 ［略］ 
２・３ ［略］ 
４ 市長が特に必要があると認める建築物について 

は、別表第１４項、第１４項の２及び第１５項か 

ら第５１項の７までに規定する手数料を免除する。

 
別表（第２条関係） 

事務の種類 手数料の額 

１～５１の６ ［略］ 

５１の７ 建築基準法施行

令（昭和２５年政令第３

３８号。以下「令」とい

う。）第１３７条の１２

第６項の規定による既存

の建築物に対する接道義

務制限の緩和に係る認定

の申請に対する審査 

１件につき ２

７，０００円 

５１の８ 令第１３７条の

１２第７項の規定による

既存の建築物に対する道

路内建築制限の緩和に係

る認定の申請に対する審

査 

１件につき ２

７，０００円 

事務の種類 手数料の額 

１～５１の６ ［略］ 
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５１の９ ［略］ ［略］ 

５１の１０ ［略］ ［略］ 

５１の１１ ［略］ ［略］ 

５１の１２ ［略］ ［略］ 

５２～５６ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

５７ ［略］ ［略］ 

５８ ［略］ ［略］ 

５９ ［略］ ［略］ 

６０ ［略］ ［略］ 

６１～７２ ［略］ 

７３ 建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関す

る法律（平成２７年法律

第５３号。以下「建築物

省エネ法」という。）第

１２条第１項又は第１３

条第２項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性

能適合性判定の申請に対

する審査 

［略］ 

⑴・⑵ ［略］  

７４～７９ ［略］ 

８０ 建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関す

る法律施行規則（平成２

８年国土交通省令第５号

）第１１条の規定に基づ

く軽微な変更に該当して

いることを証する書面の 

［略］ 

 交付に対する手数料  

⑴・⑵ ［略］  
 

５１の７ ［略］ ［略］ 

５１の８ ［略］ ［略］ 

５１の９ ［略］ ［略］ 

５１の１０ ［略］ ［略］ 

５２～５６ ［略］ 

５７ 租税特別措置法施行

令第２０条の２第１３項

又は第３８条の４第２２

項の規定による特定の民

間再開発事業認定の申請

に対する審査 

１件につき ３

１，０００円 

５８ ［略］ ［略］ 

５９ ［略］ ［略］ 

６０ ［略］  ［略］ 

６０の２ ［略］ ［略］ 

６１～７２ ［略］ 

７３ 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する

法律（平成２７年法律第

５３号。以下「建築物省

エネ法」という。）第１

２条第１項又は第１３条

第２項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能

適合性判定の申請に対す

る審査 

［略］ 

⑴・⑵ ［略］  

７４～７９ ［略］ 

８０ 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する

法律施行規則（平成２８

年国土交通省令第５号）

第１１条の規定に基づく

軽微な変更に該当してい

ることを証する書面の交 

［略］ 

 付に対する手数料  

⑴・⑵ ［略］  
 

備考 

 １～３ ［略］ 

備考 

 １～３ ［略］ 
  ４ 第６１項、第６２項、第６３項の２及び第

６３項の３において「床面積の合計」とは、

長期優良住宅法第５条第１項から第７項まで

の規定による認定及び変更の認定の申請に係

る住戸が属する１の建築物の延べ面積（令第

２条第１項第４号の規定により算出された延

べ面積）をいう。 
 

  ４ 第６１項、第６２項、第６３項の２及び第

６３項の３において「床面積の合計」とは、

長期優良住宅法第５条第１項から第７項まで

の規定による認定及び変更の認定の申請に係

る住戸が属する１の建築物の延べ面積（建築

基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）

第２条第１項第４号の規定により算出された

延べ面積）をいう。 
  ５ 第６８項から第６９項までにおいて「床面

積の合計」とは、低炭素建築物新築等計画の

  ５ 第６８項から第６９項までにおいて「床面

積の合計」とは、低炭素建築物新築等計画の
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認定申請及び低炭素建築物新築等計画変更の

認定申請に係る部分の床面積の合計（令第２

条第１項第４号の規定により算出された延べ

面積）をいう。 

認定申請及び低炭素建築物新築等計画変更の

認定申請に係る部分の床面積の合計（建築基

準法施行令第２条第１項第４号の規定により

算出された延べ面積）をいう。 
  ６・７ ［略］ 
 

  ６・７ ［略］ 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、別表第５７項を削り、第５

８項を第５７項とし、第５９項を第５８項とし、第６０項を第５９項とし、第６０項

の２を第６０項とする改正は、公布の日から施行する。 
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議案第３８号 

さいたま市消防関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市消防関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市消防関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市消防関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７４号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 
事務の種類 手数料の額 

１ ［略］ 
２ 法第１１条第１項

前段の規定による危

険物の製造所、貯蔵

所又は取扱所の設置

の許可の申請に対す

る審査 
⑴ ［略］ 

⑵ 貯蔵所 

ア～ウ ［略］ 

エ 特定屋外タン 

   ク貯蔵所（浮き

屋根式特定屋外

タンク貯蔵所（

浮き屋根を有す

る特定屋外貯蔵

タンクのうち、

地方公共団体の

手数料の標準に

関する政令に規

定する総務省令 

で定める金額等 

 
 
 
 
 
 

［略］ 
 

［略］ 
 
 

事務の種類 手数料の額 
１ ［略］ 
２ 法第１１条第１項

前段の規定による危

険物の製造所、貯蔵

所又は取扱所の設置

の許可の申請に対す

る審査 
⑴ ［略］ 

⑵ 貯蔵所 

ア～ウ ［略］ 

エ 特定屋外タン 

   ク貯蔵所（浮き

屋根式特定屋外

タンク貯蔵所（

浮き屋根を有す

る特定屋外貯蔵

タンクのうち、

地方公共団体の

手数料の標準に

関する政令に規

定する総務省令

で定める金額等 

 
 
 
 
 
 

［略］ 
 

［略］ 
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   を定める省令（

平成１２年自治

省令第５号）第

１条の３に規定

する特定屋外タ

ンク貯蔵所をい

う。オにおいて

同じ。）、浮き

蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所（浮

き蓋付きの特定

屋外貯蔵タンク

のうち、同令第

１条の４に規定

する特定屋外タ

ンク貯蔵所をい

う。オにおいて

同じ。）及び岩

盤タンクに係る

屋外タンク貯蔵

所を除く。） 

   （ア）～（ク） ［略］ 

  オ 浮き屋根式特

定屋外タンク貯

蔵所又は浮き蓋

付特定屋外タン

ク貯蔵所 

   （ア） 危険物の貯

蔵最大数量が

１，０００キ

ロリットル以

上５，０００

キロリットル

未満のもの 
   （イ） 危険物の貯

蔵最大数量が

５，０００キ

ロリットル以

上１０，００

０キロリット

ル未満のもの 
   （ウ） 危険物の貯

蔵最大数量が

１０，０００

キロリットル

以上５０，０

００キロリッ

トル未満のも

の 
   （エ） 危険物の貯 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ［略］ 
 
 
 
 
 
１件につき １，４５

０，０００円 
 
 
 
 
 
１件につき １，７２

０，０００円 
 
 
 
 
 
１件につき １，９２

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ２，３６ 

   を定める省令（

平成１２年自治

省令第５号）第

１条の２に規定

する特定屋外タ

ンク貯蔵所をい

う。オにおいて

同じ。）、浮き

蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所（浮

き蓋付きの特定

屋外貯蔵タンク

のうち、同令第

１条の３に規定

する特定屋外タ

ンク貯蔵所をい

う。オにおいて

同じ。）及び岩

盤タンクに係る

屋外タンク貯蔵

所を除く。） 

   （ア）～（ク） ［略］ 

  オ 浮き屋根式特

定屋外タンク貯

蔵所又は浮き蓋

付特定屋外タン

ク貯蔵所 

   （ア） 危険物の貯

蔵最大数量が

１，０００キ

ロリットル以

上５，０００

キロリットル

未満のもの 
   （イ） 危険物の貯

蔵最大数量が

５，０００キ

ロリットル以

上１０，００

０キロリット

ル未満のもの 
   （ウ） 危険物の貯

蔵最大数量が

１０，０００

キロリットル

以上５０，０

００キロリッ

トル未満のも

の 
   （エ） 危険物の貯 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ［略］ 
 
 
 
 
 
１件につき １，１８

０，０００円 
 
 
 
 
 
１件につき １，４１

０，０００円 
 
 
 
 
 
１件につき １，５９

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき １，９５ 
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    蔵最大数量が

５０，０００

キロリットル

以上１００，

０００キロリ

ットル未満の

もの 
   （オ） 危険物の貯

蔵最大数量が

１００，００

０キロリット

ル以上２００ 
，０００キロ 
リットル未満 
のもの 

   （カ） 危険物の貯

蔵最大数量が

２００，００

０キロリット

ル以上３００ 
，０００キロ 
リットル未満 
のもの 

   （キ） 危険物の貯

蔵最大数量が

３００，００

０キロリット

ル以上４００ 
，０００キロ 
リットル未満 
のもの 

   （ク） 危険物の貯

蔵最大数量が

４００，００

０キロリット

ル以上のもの 
  カ～シ ［略］ 

⑶ ［略］ 

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ２，７４

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ５，６４

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ７，２４

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ８，７９

０，０００円 
  
 
 
 ［略］ 
 ［略］ 

３～１５ ［略］ 
１６ 高圧ガス保安法

（昭和２６年法律第

２０４号）第５条第

１項の規定による高

圧ガスの製造の許可

の申請に対する審査 
 ⑴ ［略］ 

⑵ 高圧ガス保安法 
  第５条第１項第１

号に該当する者で

あって移動式製造 

 
 
 
 
 
 
 ［略］ 
 
 
 
 

    蔵最大数量が

５０，０００

キロリットル

以上１００，

０００キロリ

ットル未満の

もの 
   （オ） 危険物の貯

蔵最大数量が

１００，００

０キロリット

ル以上２００ 
，０００キロ 
リットル未満 
のもの 

   （カ） 危険物の貯

蔵最大数量が

２００，００

０キロリット

ル以上３００ 
，０００キロ 
リットル未満 
のもの 

   （キ） 危険物の貯

蔵最大数量が

３００，００

０キロリット

ル以上４００ 
，０００キロ 
リットル未満 
のもの 

   （ク） 危険物の貯

蔵最大数量が

４００，００

０キロリット

ル以上のもの 
  カ～シ ［略］ 

⑶ ［略］ 

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ２，２７

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ４，５５

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ５，８２

０，０００円 
 
 
 
 
 
 
１件につき ７，０７

０，０００円 
  
 
 
 ［略］ 
 ［略］ 

３～１５ ［略］ 
１６ 高圧ガス保安法

（昭和２６年法律第

２０４号）第５条第

１項の規定による高

圧ガスの製造の許可

の申請に対する審査 
 ⑴ ［略］ 

⑵ 高圧ガス保安法 
  第５条第１項第１

号に該当する者で

あって移動式製造 

 
 
 
 
 
 
 ［略］ 
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  設備（高圧ガスの

製造のための設備

で移動することが

できるように設計

したものをいう。

以下この項、次項

及び第２２項にお

いて同じ。）のみ

を使用して高圧ガ

スの製造をするも

の（次号に掲げる

者を除く。） 
  ア～コ ［略］ 
 ⑶ 前号に掲げる者

であって移動式製

造設備について液

化石油ガスの保安

の確保及び取引の

適正化に関する法

律（昭和４２年法

律第１４９号。以

下「液化石油ガス

法」という。）第

３７条の４第１項

の許可を受けたも

の 
⑷ ［略］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［略］ 
１件につき ６，００

０円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［略］ 
１７～１９ ［略］ 
２０ 高圧ガス保安法

第２０条第１項又

は第３項の規定に

よる高圧ガスの製

造のための施設又

は第一種貯蔵所の

完成検査 
⑴ 高圧ガス保安法 

  第２０条第１項の

規定による高圧ガ

スの製造のための

施設の完成検査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

第１６項各号に掲げ

る高圧ガスの製造の許

可の申請を行う者及び

設備の区分に応じ、そ

れぞれ当該手数料の金

額の４分の３に相当す

る金額（高圧ガス保安

法第５条第１項の許可

に係る液化石油ガスの

製造のための施設であ

って、液化石油ガス法

第３７条の３第１項の

完成検査を受け、液化

石油ガス法第３７条の

技術上の基準に適合し 

  設備（高圧ガスの

製造のための設備

で移動することが

できるように設計

したものをいう。

次項及び第２２項

において同じ。）

のみを使用して高

圧ガスの製造をす

るもの 
 
 
  ア～コ ［略］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑶ ［略］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［略］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［略］ 
１７～１９ ［略］ 
２０ 高圧ガス保安法

第２０条第１項又

は第３項の規定に

よる高圧ガスの製

造のための施設又

は第一種貯蔵所の

完成検査 
⑴ 高圧ガス保安法 

  第２０条第１項の

規定による高圧ガ

スの製造のための

施設の完成検査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 第１６項各号に掲げ

る高圧ガスの製造の許

可の申請を行う者及び

設備の区分に応じ、そ

れぞれ当該手数料の金

額の４分の３に相当す

る金額（高圧ガス保安

法第５条第１項の許可

に係る液化石油ガスの

製造のための施設であ

って、液化石油ガスの

保安の確保及び取引の

適正化に関する法律（

昭和４２年法律第１４

９号。以下「液化石油 
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⑵ ［略］ 
⑶ 高圧ガス保安法 

  第２０条第３項の

規定による高圧ガ

スの製造のための

施設の完成検査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑷ ［略］ 

ていると認められたも

のの完成検査にあって

は、６，１００円） 
 
 
 
 
 

［略］ 
第１７項各号に掲げ

る高圧ガスの製造のた

めの施設の位置、構造

若しくは設備の変更の

工事又は製造をする高

圧ガスの種類若しくは

製造の方法の変更の許

可の申請を行う者及び

場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該手数料の金

額の４分の３に相当す

る金額（高圧ガス保安

法第１４条第１項の許

可に係る液化石油ガス

の製造のための施設で

あって、液化石油ガス

法第３７条の３第１項

の完成検査を受け、液

化石油ガス法第３７条

の技術上の基準に適合

していると認められた

ものの完成検査にあっ

ては、６，１００円） 
［略］ 

２１〜４３ ［略］ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

⑵ ［略］ 
⑶ 高圧ガス保安法 

  第２０条第３項の

規定による高圧ガ

スの製造のための

施設の完成検査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑷ ［略］ 

ガス法」という。）第

３７条の３第１項の完

成検査を受け、同法第

３７条の技術上の基準

に適合していると認め

られたものの完成検査

にあっては、６，１０

０円） 
［略］ 
第１７項各号に掲げ

る高圧ガスの製造のた

めの施設の位置、構造

若しくは設備の変更の

工事又は製造をする高

圧ガスの種類若しくは

製造の方法の変更の許

可の申請を行う者及び

場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該手数料の金

額の４分の３に相当す

る金額（高圧ガス保安

法第１４条第１項の許

可に係る液化石油ガス

の製造のための施設で

あって、液化石油ガス

法第３７条の３第１項

の完成検査を受け、同

法第３７条の技術上の

基準に適合していると

認められたものの完成

検査にあっては、６，

１００円） 
［略］ 

２１〜４３ ［略］ 
 

  

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第３９号 

   さいたま市教育振興基金条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市教育振興基金条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市教育振興基金条例の一部を改正する条例 

 さいたま市教育振興基金条例（平成１３年さいたま市条例第８６号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （設置）  （設置） 
第１条 さいたま市立学校教職員等海外派遣研修事

業及びさいたま市大学等進学「夢」支援（第６条

においてこれらを「事業」という。）に要する費

用に充てるため、さいたま市教育振興基金（以下

「基金」という。）を設置する。 

第１条 さいたま市立学校教職員等海外派遣研修事

業に要する費用に充てるため、さいたま市教育振

興基金（以下「基金」という。）を設置する。 

  

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４０号 

さいたま市子ども・青少年希望基金条例の制定について 

さいたま市子ども・青少年希望基金条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市子ども・青少年希望基金条例 

 （設置） 

第１条 子ども及び青少年の健全な育成並びに子育ての支援に関する事業の実施に必

要な経費の財源に充てるため、さいたま市子ども・青少年希望
ゆ め

基金（以下「基金」

という。）を設置する。 

 （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額で、一般会計歳入歳出予算に計上

した額とする。 

 ⑴ 前条の設置目的に対する寄附金額 

 ⑵ 市の積立金額 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることが

できる。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生じる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に編

入するものとする。 

 （繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて、基金に属する現金を歳入歳出現金に繰り替えて運用することができ

る。 

 （処分） 

第６条 基金は、子ども及び青少年の健全な育成並びに子育ての支援に関する事業の
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実施に必要な経費の財源に充てる場合に限り、これを処分することができる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４１号 

さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例の一部

を改正する条例 

さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例（平成２３

年さいたま市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （定義）  （定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
 ⑴～⑺ ［略］  ⑴～⑺ ［略］ 
 ⑻ 差別 次に掲げる行為及び市又は事業者が、

合理的配慮に基づく措置を行わなければ障害者

の不利益となることを知りながら、合理的配慮

に基づく措置を行わないことにより障害者に不

利益を与えることをいう。 

 ⑻ 差別 次に掲げる行為をいう。 

  ア ［略］   ア ［略］ 
  イ 障害者に教育を行い、又は受けさせる場合

に行う次に掲げる行為 
  イ 障害者に教育を行い、又は受けさせる場合

に行う次に掲げる行為 
   (ｱ)・(ｲ) ［略］    (ｱ)・(ｲ) ［略］ 

    (ｳ) 合理的配慮に基づく措置を行わなければ

授業又は試験を受けられないことその他の

障害者の不利益となることを知りながら、

合理的配慮に基づく措置を行わないことに

より障害者に不利益を与えること。 
  ウ 障害者を雇用し、又は業務に従事させる場   ウ 障害者を雇用し、又は業務に従事させる場
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合に行う次に掲げる行為 合に行う次に掲げる行為 
   (ｱ)・(ｲ) ［略］    (ｱ)・(ｲ) ［略］ 
    (ｳ) 合理的配慮に基づく措置を行わなければ

業務の遂行が妨げられること、研修を受け

られないことその他の障害者の不利益とな

ることを知りながら、合理的配慮に基づく

措置を行わないことにより障害者に不利益

を与えること。 
  エ～ク ［略］   エ～ク ［略］ 
 ⑼・⑽ ［略］  ⑼・⑽ ［略］ 
  
 （意思疎通等が困難な障害者に対する施策等）  （意思疎通等が困難な障害者に対する施策等） 
第２５条 ［略］ 第２５条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 事業者は、障害者が日常生活等を営む上で必要

なサービスを提供するに当たり、意思疎通又は情

報を提供し、若しくは情報の提供を受けることが

困難な障害者に対し、それぞれの障害の特性を理

解し、その特性に応じた配慮を行うものとする。 

３ 事業者は、障害者が日常生活等を営む上で必要

なサービスを提供するに当たり、意思疎通又は情

報を提供し、若しくは情報の提供を受けることが

困難な障害者に対し、それぞれの障害の特性を理

解し、その特性に応じた配慮を行うよう努めなけ

ればならない。 
４ ［略］ ４ ［略］ 
   
 （障害者の社会参加の機会の拡大）  （障害者の社会参加の機会の拡大） 
第２６条 ［略］ 第２６条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 建物その他の施設又は公共交通機関を管理する

事業者は、障害者が当該建物その他の施設又は公

共交通機関を利用するときは、その障害の特性を 
 理解し、その特性に応じた配慮を行うものとする。

３ 建物その他の施設又は公共交通機関を管理する

事業者は、障害者が当該建物その他の施設又は公

共交通機関を利用するときは、その障害の特性を

理解し、その特性に応じた配慮を行うよう努めな

ければならない。 
  

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４２号 

さいたま市総合療育センターひまわり学園条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

さいたま市総合療育センターひまわり学園条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市総合療育センターひまわり学園条例の一部を改正する条例 

さいたま市総合療育センターひまわり学園条例（平成１３年さいたま市条例第１５

９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（名称及び位置等） （名称及び位置等） 
第２条 センターを構成する施設の名称及び位置は、

次のとおりとする。 
第２条 センターを構成する施設の名称及び位置は、

次のとおりとする。 
名称 位置 

障害児総合療育施設 さいたま市西区三橋

６丁目１５８７番地

（児童発達支援セン

ターについては、さ

いたま市西区三橋６

丁目１４５０番地１

） 
障害者福祉施設みのり

園 
さいたま市西区三橋

６丁目１４５０番地

１ 
 ［略］ 

 

名称 位置 
障害児総合療育施設 
 
 
 
 
 
 

さいたま市西区三橋

６丁目１５８７番地 

障害者福祉施設みのり

園 
 
 ［略］ 

 

２～４ ［略］ 
 

２～４ ［略］ 
 

 （業務） 
第１０条 障害児総合療育施設に置く児童発達支援

センター（以下この節において「児童発達支援セ

 （業務） 
第１０条 障害児総合療育施設に置く児童発達支援

センター（以下この節において「児童発達支援セ
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ンター」という。）は、児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号。以下「法」という。）第４３条

に規定する施設として、法第６条の２の２第２項

に規定する児童発達支援に関する業務を行う。 

ンター」という。）は、児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号。以下「法」という。）第４３条

に規定する施設として、次に掲げる業務を行う。 

 ⑴ 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達  

支援に関すること。 
⑵ 法第６条の２の２第３項に規定する医療型児 

 童発達支援に関すること。 
２ 児童発達支援センターは、前項に規定する業務

のほか、次に掲げる業務を行う。 
 ⑴ 法第６条の２の２第４項に規定する居宅訪問

型児童発達支援に関すること。 
 ⑵ 法第６条の２の２第５項に規定する保育所等 

訪問支援に関すること。 
 ⑶ 法第６条の２の２第６項に規定する障害児相  

談支援に関すること。 
 ⑷ ［略］ 
  

（利用者の資格） 
第１２条 法第６条の２の２第２項に規定する児童

発達支援又は同条第５項に規定する保育所等訪問

支援を利用することができる者は、次の各号のい

ずれかに該当する児童及びその保護者とする。 
 
 ⑴～⑶ ［略］ 
２ 法第６条の２の２第６項に規定する障害児相談

支援を利用することができる者は、法第２４条の

２６第１項に規定する障害児相談支援対象保護者

とする。 
３ ［略］ 
 
 （業務） 
第１９条 療育センターさくら草に置く児童発達支

援センター（以下この節において「児童発達支援

センター」という。）は、法第４３条に規定する

施設として、第１０条第１項に規定する業務を行

う。 
２ ［略］ 

２ 児童発達支援センターは、前項に規定する業務

のほか、次に掲げる業務を行う。 
 ⑴ 法第６条の２の２第５項に規定する居宅訪問

型児童発達支援に関すること。 
 ⑵ 法第６条の２の２第６項に規定する保育所等 

訪問支援に関すること。 
 ⑶ 法第６条の２の２第７項に規定する障害児相

談支援に関すること。 
 ⑷ ［略］ 
  

（利用者の資格） 
第１２条 法第６条の２の２第２項に規定する児童

発達支援、同条第３項に規定する医療型児童発達

支援又は同条第６項に規定する保育所等訪問支援

を利用することができる者は、次の各号のいずれ

かに該当する児童及びその保護者とする。 
 ⑴～⑶ ［略］ 
２ 法第６条の２の２第７項に規定する障害児相談

支援を利用することができる者は、法第２４条の

２６第１項に規定する障害児相談支援対象保護者

とする。 
３ ［略］ 
 
 （業務） 
第１９条 療育センターさくら草に置く児童発達支

援センター（以下この節において「児童発達支援

センター」という。）は、法第４３条に規定する

施設として、第１０条第１項各号に掲げる業務を

行う。 
２ ［略］ 

  

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４３号 

さいたま市さくら草学園条例等の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市さくら草学園条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市さくら草学園条例等の一部を改正する条例 

 （さいたま市さくら草学園条例の一部改正） 

第１条 さいたま市さくら草学園条例（平成１３年さいたま市条例第１６５号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （業務） 

第２条 学園は、次に掲げる業務を行う。 

（業務） 

第２条 学園は、次に掲げる業務を行う。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

 ⑵ 障害児相談支援（法第６条の２の２第６項に  

 規定する障害児相談支援をいう。次条第２項に  

 おいて同じ。）に関すること。 

 ⑵ 障害児相談支援（法第６条の２の２第７項に  

規定する障害児相談支援をいう。次条第２項に  

おいて同じ。）に関すること。 

⑶・⑷ ［略］ ⑶・⑷ ［略］ 

  

 （さいたま市杉の子園条例の一部改正） 

第２条 さいたま市杉の子園条例（平成１３年さいたま市条例第１６６号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 
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⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （業務） 

第２条 園は、次に掲げる業務を行う。 

 （業務） 

第２条 園は、次に掲げる業務を行う。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

 ⑵ 障害児相談支援（法第６条の２の２第６項に 

規定する障害児相談支援をいう。第４条第２項 

において同じ。）に関すること。 

 ⑵ 障害児相談支援（法第６条の２の２第７項に 

規定する障害児相談支援をいう。第４条第２項 

において同じ。）に関すること。 

⑶・⑷ ［略］ ⑶・⑷ ［略］ 

  

 （さいたま市はるの園条例の一部改正） 

第３条 さいたま市はるの園条例（平成２２年さいたま市条例第３７号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （業務） 

第２条 園は、次に掲げる業務を行う。 

 （業務） 

第２条 園は、次に掲げる業務を行う。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

⑵ 障害児相談支援（法第６条の２の２第６項に 

規定する障害児相談支援をいう。第４条第２項 

において同じ。）に関すること。 

⑵ 障害児相談支援（法第６条の２の２第７項に 

規定する障害児相談支援をいう。第４条第２項 

において同じ。）に関すること。 

⑶・⑷ ［略］ ⑶・⑷ ［略］ 

  

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４４号 

   さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

   さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例 

 さいたま市心身障害者医療費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１６８号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （対象者）  （対象者） 
第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 
 ⑴ 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 
 ⑴ 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 
  ア ［略］   ア ［略］ 
  イ 他の市町村から援護を受け、介護保険法（

平成９年法律第１２３号）第８条第１１項に

規定する特定施設に入居し、又は同条第２５

項に規定する介護保険施設に入所している者 

 

  ウ 他の市町村の長が、老人福祉法（昭和３８

年法律第１３３号）第１１条第１項第１号の

規定により、同法第２０条の４に規定する養

護老人ホームに入所を委託している者 

 

  エ ［略］   イ ［略］ 
  オ ［略］   ウ ［略］ 
  カ ［略］   エ ［略］ 
  キ ［略］   オ ［略］ 
  ク ［略］   カ ［略］ 
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  ケ ［略］   キ ［略］ 
  コ ［略］   ク ［略］ 
 ⑵ ［略］  ⑵ ［略］ 
 ⑶ 本市から援護を受け、本市の区域外に設置さ

れている介護保険法第８条第１１項に規定する

特定施設に入居し、又は同条第２５項に規定す

る介護保険施設に入所している者 

 

 ⑷ 市長が、老人福祉法第１１条第１項第１号の

規定により、本市の区域外に設置されている同

法第２０条の４に規定する養護老人ホームに入

所を委託している者 

 

 ⑸ ［略］  ⑶ ［略］ 
 ⑹ ［略］  ⑷ ［略］ 
 ⑺ ［略］  ⑸ ［略］ 
 ⑻ ［略］  ⑹ ［略］ 
 ⑼ ［略］  ⑺ ［略］ 
 ⑽ ［略］  ⑻ ［略］ 
 ⑾ ［略］  ⑼ ［略］ 
 ⑿ ［略］  ⑽ ［略］ 
 ⒀ ［略］  ⑾ ［略］ 
２ 前項の規定（同項第１号アからコまでの規定を

除く。）にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する者は、対象者としない。 

２ 前項の規定（同項第１号アからクまでの規定を

除く。）にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する者は、対象者としない。 
 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 
 ⑸ 他の地方公共団体の負担において、この条例

による医療費助成金と同等の医療に関する給付

を現に受けている者 

 

  

   附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市心身障害者医療費支給条例第３条第１項第１

号イ及びウ、第３号並びに第４号の規定は、この条例の施行の日以後にこれらの号

に掲げる施設に入居し、又は入所した者について適用し、同日前に当該施設に入居

し、又は入所した者については、なお従前の例による。 
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議案第４５号 

さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例及びさいたま市被保護者等住居・生活サービス提供事業の業務の適正化等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例

及びさいたま市被保護者等住居・生活サービス提供事業の業務の適正化等に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例及びさいたま市被保護者等住居・生活サービス提供事業の業務の適正化等

に関する条例の一部を改正する条例 

（さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条

例の一部改正） 

第１条 さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関す

る条例（平成２６年さいたま市条例第５２号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （掲示等）  （掲示） 
第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・

保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職

員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者

の特定教育・保育施設の選択に資すると認められ

る重要事項を掲示するとともに、電気通信回線に

接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受

信されることを目的として公衆からの求めに応じ

自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放

送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に

供しなければならない。 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・

保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職

員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者

の特定教育・保育施設の選択に資すると認められ

る重要事項を掲示しなければならない。 
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 （電磁的記録等）  （電磁的記録等） 
第５３条 ［略］ 第５３条 ［略］ 
２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定によ

る書面等の交付又は提出については、当該書面等

が電磁的記録により作成されている場合には、当

該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定め

るところにより、教育・保育給付認定保護者又は

施設等利用給付認定保護者（以下この条において

「教育・保育給付認定保護者等」という。）の承

諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下こ

の条において「記載事項」という。）を電子情報

処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電

子計算機と、教育・保育給付認定保護者等の使用

に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電 
 子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。

 ）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって次に掲げるもの（以下この条に

おいて「電磁的方法」という。）により提供する

ことができる。この場合において、当該特定教育

・保育施設等は、当該書面等を交付又は提出した

ものとみなす。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定によ

る書面等の交付又は提出については、当該書面等

が電磁的記録により作成されている場合には、当

該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定め

るところにより、教育・保育給付認定保護者又は

施設等利用給付認定保護者（以下この条において

「教育・保育給付認定保護者等」という。）の承

諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下こ

の条において「記載事項」という。）を電子情報

処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電

子計算機と、教育・保育給付認定保護者等の使用

に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電 
 子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。

 ）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって次に掲げるもの（以下この条に

おいて「電磁的方法」という。）により提供する

ことができる。この場合において、当該特定教育

・保育施設等は、当該書面等を交付又は提出した

ものとみなす。 
 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 
 ⑵ 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体

をいう。）をもって調製するファイルに記載事

項を記録したものを交付する方法 

 ⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他こ

れらに準じる方法により一定の事項を確実に記

録しておくことができる物をもって調製するフ

ァイルに記載事項を記録したものを交付する方

法 
３～６ ［略］ ３～６ ［略］ 
  

 （さいたま市被保護者等住居・生活サービス提供事業の業務の適正化等に関する条

例の一部改正） 
第２条 さいたま市被保護者等住居・生活サービス提供事業の業務の適正化等に関す

る条例（令和元年さいたま市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （入居申込者に対する説明、契約等）  （入居申込者に対する説明、契約等） 
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第１５条 ［略］ 第１５条 ［略］ 
２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 
７ 無料低額宿泊所は、入居申込者からの申出があ

った場合には、第１項の規定による文書の交付に

代えて、第１０項で定めるところにより、当該入

居申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項及び第２項の事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条において「

電磁的方法」という。）により提供することがで 
きる。この場合において、当該無料低額宿泊所は、

当該文書を交付したものとみなす。 

７ 無料低額宿泊所は、入居申込者からの申出があ

った場合には、第１項の規定による文書の交付に

代えて、第１０項で定めるところにより、当該入

居申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項及び第２項の事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条において「

電磁的方法」という。）により提供することがで 
きる。この場合において、当該無料低額宿泊所は、

当該文書を交付したものとみなす。 
 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 
 ⑵ 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって電

子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）に係る記録媒体をいう。）をもって調

製するファイルに第１項の重要事項及び第２項

の事項を記録したものを交付する方法 

 ⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他こ

れらに準じる方法により一定の事項を確実に記

録しておくことができる物をもって調製するフ

ァイルに第１項の重要事項及び第２項の事項を

記録したものを交付する方法 

８～１１ ［略］ ８～１１ ［略］ 
  

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４６号 

さいたま市保育所条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市保育所条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市保育所条例の一部を改正する条例 

さいたま市保育所条例（平成１３年さいたま市条例第１７５号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 
名称 位置 定員 

［略］ 
さいたま市立

岩槻本町保育

園 

さいたま市岩槻

区本町２丁目５

番５号 

［略］ 

［略］ 
 

名称 位置 定員 
［略］ 

さいたま市立

岩槻本町保育

園 

さいたま市岩槻

区本町２丁目６

番１９号 

［略］ 

［略］ 
 

  

附 則 

この条例は、令和６年５月１３日から施行する。 
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議案第４７号 

さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

さいたま市放課後児童クラブ条例（平成１３年さいたま市条例第１７８号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 
名称 位置 定員 

［略］ 
さいたま市立

天沼放課後児

童クラブ 

さいたま市大宮

区天沼町１丁目

１９４番地 

［略］ 

［略］ 
 

名称 位置 定員 
［略］ 

さいたま市立

天沼放課後児

童クラブ 

さいたま市大宮

区天沼町２丁目

１０７７番地 

［略］ 

［略］ 
 

  

附 則 

この条例は、令和６年３月２５日から施行する。 
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議案第４８号 

   さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

 さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

  令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

   さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例の一部を

改正する条例 

 さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例（平成１９年

さいたま市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （定義）  （定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 
 ⑵ 乳幼児・児童 市内に住所を有する１８歳に

達する日以後の最初の３月３１日までの間にあ

る者で、医療保険各法の規定による被保険者又

は被扶養者であるもの。ただし、次のいずれか

に該当する者を除く。 

 ⑵ 乳幼児・児童 市内に住所を有する学校教育

法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

る中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期

課程、特別支援学校の中学部又はこれらに準じ

るものを卒業する日又は修了する日の属する月

の末日までの者その他規則で定める特別の事情

がある者で、医療保険各法の規定による被保険

者又は被扶養者であるもの。ただし、次のいず

れかに該当する者を除く。 
  ア～エ ［略］   ア～エ ［略］ 
 ⑶～⑻ ［略］  ⑶～⑻ ［略］ 
  

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 市長は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前において、次の各号

のいずれにも該当する者の保護者（この条例による改正後のさいたま市妊婦健康診

査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例（以下「新条例」という。）第２条

第３号に規定する保護者であって、第２号に規定する月の末日において同号に規定

する者に係るこの条例による改正前のさいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医

療費の助成に関する条例（以下「旧条例」という。）第２条第４号に規定する受給

資格者であったものに限る。）であって、第２号に規定する月の末日から市長が別

に定める日までの間継続して市内に住所を有するものについて、施行日に新条例第

７条第１項の規定による申請があったものとみなして同条第２項に規定する登録及 

 び同条第５項に規定する受給資格証の交付をすることができる。この場合において、 

 当該受給資格証の交付を受けた者は、施行日において同条第２項の登録を受けた者

とみなす。 

 ⑴ 施行日に新条例の規定により新たに新条例第２条第２号に定める乳幼児・児童

に該当することと見込まれる者であって、次号に規定する月の末日から市長が別

に定める日までの間継続して市内に住所を有するもの 

 ⑵ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する中学校、義務教育学

校、中等教育学校の前期課程、特別支援学校の中学部又はこれらに準じるものを

卒業する日又は修了する日の属する月の末日において旧条例第２条第２号に定め

る乳幼児・児童に該当していた者 
３ 新条例第７条第５項の規定による受給資格者への受給資格証の交付及びこれに関

し必要な手続その他の行為は、施行日前においても同条の規定の例により、行うこ

とができる。この場合において、当該受給資格証の交付を受けた者は、施行日にお

いて同条第１項の申請をし、及び同条第２項の登録を受けた者とみなす。 
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議案第４９号 

   さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 さいたま市国民健康保険税条例（平成１４年さいたま市条例第２８号）の一部を次

のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （基礎課税額に係る被保険者均等割額）  （基礎課税額に係る被保険者均等割額） 
第５条 第３条第２項の被保険者均等割額は、国保

課税被保険者１人について３万５，０００円とす

る。 

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額は、国保

課税被保険者１人について３万２，８００円とす

る。 
  
 （後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等

割額） 
 （後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等

割額） 
第７条 第３条第３項の被保険者均等割額は、国保

課税被保険者１人について１万２，２００円とす

る。 

第７条 第３条第３項の被保険者均等割額は、国保

課税被保険者１人について１万８００円とする。 

  
 （介護納付金課税額に係る被保険者均等割額）  （介護納付金課税額に係る被保険者均等割額） 
第９条 第３条第４項の被保険者均等割額は、介護

納付金課税被保険者１人について１万３，４００

円とする。 

第９条 第３条第４項の被保険者均等割額は、介護

納付金課税被保険者１人について１万２，０００

円とする。 
  
 （国民健康保険税の減額）  （国民健康保険税の減額） 
第２１条 次の各号に掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第

３条第２項本文の基礎課税額から当該各号アに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６５万円を超える場合には、６５万円）及び同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から当該

各号イに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

第２１条 次の各号に掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第

３条第２項本文の基礎課税額から当該各号アに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６５万円を超える場合には、６５万円）及び同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額から当該

各号イに掲げる額を減額して得た額（当該減額し
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て得た額が２２万円を超える場合には、２２万円

）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

当該各号ウに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。 

て得た額が２２万円を超える場合には、２２万円

）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額から

当該各号ウに掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合には、１７

万円）の合算額とする。 
⑴ 世帯主、当該年度の賦課期日（賦課期日後に 
国民健康保険税の納付義務が発生した場合には 
その発生した日。以下この項において同じ。） 
現在においてその世帯に属する国民健康保険の 
被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保 
険法第６条第８号の規定により被保険者の資格 
を喪失した者（世帯主を除く。）であって、当 
該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の 
世帯に属するものをいう。以下同じ。）につき 
算定した法第７０３条の５第１項に規定する総 
所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万 
円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健 
康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のう 
ち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条 
の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税 
法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項 
に規定する給与所得について同条第３項に規定 
する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第 
１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を 
超える者に限る。）をいう。以下この号におい 
て同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有 
する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規 
定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３ 
項に規定する公的年金等に係る所得について同 
条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を 
受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該 
公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に 
限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的 
年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限 
る。）をいい、給与所得を有する者を除く。） 
の数の合計数（以下この条において「給与所得 
者等の数」という。）が２以上の場合にあって 
は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を 
減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算し 
た金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

⑴ 世帯主、当該年度の賦課期日（賦課期日後に 
国民健康保険税の納付義務が発生した場合には 
その発生した日。以下この項において同じ。） 
現在においてその世帯に属する国民健康保険の 
被保険者及び特定同一世帯所属者（国民健康保 
険法第６条第８号の規定により被保険者の資格 
を喪失した者（世帯主を除く。）であって、当 
該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の 
世帯に属するものをいう。以下同じ。）につき 
算定した法第７０３条の５第１項に規定する総 
所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万 
円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健 
康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のう 
ち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条 
の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税 
法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項 
に規定する給与所得について同条第３項に規定 
する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第 
１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を 
超える者に限る。）をいう。以下この号におい 
て同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有 
する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規 
定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３ 
項に規定する公的年金等に係る所得について同 
条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を 
受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該 
公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に 
限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的 
年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限 
る。）をいい、給与所得を有する者を除く。） 
の数の合計数（以下この条において「給与所得 
者等の数」という。）が２以上の場合にあって 
は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を 
減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算し 
た金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ２４，５００円 
  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ２２，９６０円 
  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

８，５４０円 

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

７，５６０円 
  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ９

，３８０円 

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ８

，４００円 
⑵ 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ 
の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特 

⑵ 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ 
の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特 

-36-



 

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条 
の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得 
金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに 
その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び 
特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が 
２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与 
所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗 
じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者 
の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に２ 
９万円を乗じて得た額を加算した金額を超えな 
い世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を 
除く。） 

定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条 
の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得 
金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに 
その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び 
特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が 
２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与 
所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗 
じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者 
の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に２ 
９万円を乗じて得た額を加算した金額を超えな 
い世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を 
除く。） 

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について １７，５００円 
  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について １６，４００円 
  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

６，１００円 

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

５，４００円 
  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ６

，７００円 

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ６

，０００円 
⑶ 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ 
の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特 
定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条 
の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得 
金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに 
その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び 
特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が 
２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与 
所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗 
じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者 
の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に５ 
３万５，０００円を乗じて得た額を加算した金 
額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に 
該当する者を除く。） 

⑶ 世帯主、当該年度の賦課期日現在においてそ 
の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特 
定同一世帯所属者につき算定した法第７０３条 
の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得 
金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びに 
その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び 
特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が 
２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与 
所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗 
じて得た金額を加算した金額）に当該被保険者 
の数及び特定同一世帯所属者の数の合計数に５ 
３万５，０００円を乗じて得た額を加算した金 
額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に 
該当する者を除く。） 

  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ７，０００円 
  ア 基礎課税額に係る被保険者均等割額 国保

課税被保険者１人について ６，５６０円 
  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

２，４４０円 

  イ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者

均等割額 国保課税被保険者１人について 

２，１６０円 
  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ２

，６８０円 

  ウ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額

 介護納付金課税被保険者１人について ２

，４００円 
２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前であ

る被保険者（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該納税義務者に対して課する被保

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に

規定する金額を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前であ

る被保険者（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該納税義務者に対して課する被保

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に

規定する金額を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）
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は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。 

は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。 
⑴ 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲 
げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人 
について次に定める額 

⑴ 基礎課税額に係る被保険者均等割額 次に掲 
げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人 
について次に定める額 

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世

帯 ５，２５０円 
  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世

帯 ４，９２０円 
  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世

帯 ８，７５０円 
  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世

帯 ８，２００円 
  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世

帯 １４，０００円 
  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世

帯 １３，１２０円 
  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １

７，５００円 
  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １

６，４００円 
⑵ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均 
等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ 
れ未就学児１人について次に定める額 

⑵ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均 
等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ 
れ未就学児１人について次に定める額 

  ア 前項第１号イに規定する金額を減額した世

帯 １，８３０円 
  ア 前項第１号イに規定する金額を減額した世

帯 １，６２０円 
  イ 前項第２号イに規定する金額を減額した世

帯 ３，０５０円 
  イ 前項第２号イに規定する金額を減額した世

帯 ２，７００円 
  ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した世

帯 ４，８８０円 
  ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した世

帯 ４，３２０円 
  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ６

，１００円 
  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ５

，４００円 
３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 
  

   附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 
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議案第５０号 

さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例 

さいたま市介護保険条例（平成１３年さいたま市条例第１８６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （介護認定審査会の委員の定数） （介護認定審査会の委員の定数） 
第２条 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以

下「法」という。）第１５条第１項に規定するさ

いたま市介護認定審査会の委員の定数は、３４０

人以内とする。 

第２条 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以

下「法」という。）第１５条第１項に規定するさ

いたま市介護認定審査会の委員の定数は、３２０

人以内とする。 
  
 （保険料率等） （保険料率等） 
第３条 令和６年度から令和８年度までの各年度に

おける保険料率は、次の各号に掲げる法第９条第

１号に規定する第１号被保険者（以下「第１号被

保険者」という。）の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 
 ⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２

号。以下「令」という。）第３９条第１項第１

号に掲げる者 ３４，９７７円 
 ⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４６，

１２４円 
 ⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５３，

０４２円 
 ⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６９，

１８５円 
 ⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７６，

８７２円 
 ⑹ 次のいずれかに該当する者 ８４，５６０円 

第３条 令和３年度から令和５年度までの各年度に

おける保険料率は、次の各号に掲げる法第９条第

１号に規定する第１号被保険者（以下「第１号被

保険者」という。）の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 
 ⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２

号。以下「令」という。）第３９条第１項第１

号に掲げる者 ３６，２０４円 
 ⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４３，

４４５円 
 ⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４７，

０６６円 
 ⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６１，

５４７円 
 ⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７２，

４０８円 
 ⑹ 次のいずれかに該当する者 ７９，６４９円 
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  ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規

定する合計所得金額をいう。以下同じ。）（

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４

条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の

３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第

１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規

定の適用がある場合には、当該合計所得金額

から令第２２条の２第２項に規定する特別控

除額を控除して得た額とし、当該合計所得金

額が零を下回る場合には、零とする。以下同

じ。）が１２０万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 
  イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第６条第２項に規定する要保護者

をいう。以下同じ。）であって、その者が課

される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（

⑴に係る部分を除く。）又は次号イ、第８号

イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第

１２号イ、第１３号イ若しくは第１４号イに

該当する者を除く。） 
 ⑺ 次のいずれかに該当する者 ９９，９３４円 
  ア 合計所得金額が１２０万円以上２１０万円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第９号イ、第１０

号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ

若しくは第１４号イに該当する者を除く。） 
 ⑻ 次のいずれかに該当する者 １１５，３０８

円 
  ア 合計所得金額が２１０万円以上３２０万円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第１０号イ、第１

１号イ、第１２号イ、第１３号イ若しくは第

１４号イに該当する者を除く。） 
 ⑼ 次のいずれかに該当する者 １３０，６８３

円 
  ア 合計所得金額が３２０万円以上４２０万円

  ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規

定する合計所得金額をいう。以下同じ。）（

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４

条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の

３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第

１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規

定の適用がある場合には、当該合計所得金額

から令第２２条の２第２項に規定する特別控

除額を控除して得た額とし、当該合計所得金

額が零を下回る場合には、零とする。以下同

じ。）が１２５万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの 
  イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第６条第２項に規定する要保護者

をいう。以下同じ。）であって、その者が課

される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（

⑴に係る部分を除く。）又は次号イ、第８号

イ、第９号イ、第１０号イ若しくは第１１号

イに該当する者を除く。） 
 
 ⑺ 次のいずれかに該当する者 ９４，１３１円 
  ア 合計所得金額が１２５万円以上２００万円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険 

料額についてこの号の区分による額を適用さ 
れたならば保護を必要としない状態となるも 
の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部 
分を除く。）又は次号イ、第９号イ、第１０ 
号イ若しくは第１１号イに該当する者を除く。

） 
 ⑻ 次のいずれかに該当する者 １０８，６１２

円 
  ア 合計所得金額が２００万円以上３５０万円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第１０号イ若しく

は第１１号イに該当する者を除く。） 
 
 ⑼ 次のいずれかに該当する者 １２３，０９４

円 
  ア 合計所得金額が３５０万円以上５００万円
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未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第１１号イ、第１

２号イ、第１３号イ若しくは第１４号イに該

当する者を除く。） 
 ⑽ 次のいずれかに該当する者 １４６，０５７

円 
  ア 合計所得金額が４２０万円以上５２０万円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第１２号イ、第１

３号イ若しくは第１４号イに該当する者を除

く。） 
 ⑾ 次のいずれかに該当する者 １６１，４３２

円 
  ア 合計所得金額が５２０万円以上６２０万円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ、第１３号イ若しく

は第１４号イに該当する者を除く。） 
 ⑿ 次のいずれかに該当する者 １７６，８０６

円 
  ア 合計所得金額が６２０万円以上７２０万円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険 

料額についてこの号の区分による額を適用さ 
れたならば保護を必要としない状態となるも 
の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部 
分を除く。）又は次号イ若しくは第１４号イ 
に該当する者を除く。） 

 ⒀ 次のいずれかに該当する者 １８４，４９３ 

円 
  ア 合計所得金額が７２０万円以上１，０００

万円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険 

料額についてこの号の区分による額を適用さ 

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）又は次号イ若しくは第１１号イ

に該当する者を除く。） 
 
 ⑽ 次のいずれかに該当する者 １４４，８１６

円 
  ア 合計所得金額が５００万円以上７００万円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険 

料額についてこの号の区分による額を適用さ 
れたならば保護を必要としない状態となるも 
の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部 
分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。

） 
 

 ⑾ 次のいずれかに該当する者 １６６，５３９

円 
  ア 合計所得金額が７００万円以上１，０００

万円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）に該当する者を除く。） 
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れたならば保護を必要としない状態となるも 
の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部 
分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。

） 
⒁ 次のいずれかに該当する者 ２１５，２４２   

 円 
  ア 合計所得金額が１，０００万円以上１，５

００万円未満である者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 
  イ 要保護者であって、その者が課される保険

料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）に該当する者を除く。） 
 ⒂ 前各号のいずれにも該当しない者 ２３０，

６１６円 
２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者について、

令第３９条第５項の規定による保険料の減額賦課

に係る令和６年度から令和８年度までの各年度に

おける保険料率は、同号の規定にかかわらず、２

万１，９０９円とする。 
３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者について、

 令第３９条第６項の規定による保険料の減額賦課

に係る令和６年度から令和８年度までの各年度に

おける保険料率は、同号の規定にかかわらず、３

万７４９円とする。 
４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者について、

 令第３９条第７項の規定による保険料の減額賦課

に係る令和６年度から令和８年度までの各年度に

おける保険料率は、同号の規定にかかわらず、５

万２，６５８円とする。 
５ ［略］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ⑿ 前各号のいずれにも該当しない者 １９１，

８８２円 
２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者について、

令第３９条第５項の規定による保険料の減額賦課

に係る令和３年度から令和５年度までの各年度に

おける保険料率は、同号の規定にかかわらず、２

万１，７２３円とする。 
３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者について、

 令第３９条第６項の規定による保険料の減額賦課

に係る令和３年度から令和５年度までの各年度に

おける保険料率は、同号の規定にかかわらず、２

万５，３４３円とする。 
４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者について、

 令第３９条第７項の規定による保険料の減額賦課

に係る令和３年度から令和５年度までの各年度に

おける保険料率は、同号の規定にかかわらず、４

万３，４４５円とする。 
５ ［略］ 

  
（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、

喪失等があった場合） 
 （賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、

喪失等があった場合） 
第５条 ［略］ 
２ ［略］ 
３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号 
 イ（同号イに規定する老齢福祉年金の受給権を有 
 するに至った者及び同号イ⑴に係る者を除く。）、

 ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、

第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９

号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又は

第１３号ロに該当するに至った第１号被保険者に

係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属

する月の前月まで月割りにより算定した当該第１

号被保険者に係る保険料の額及び当該該当するに

至った日の属する月から令第３９条第１項第１号

から第１３号までのいずれかに規定する者として 
 月割りにより算定した保険料の額の合算額とする。

第５条 ［略］ 
２ ［略］ 
３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号

イ（同号イに規定する老齢福祉年金の受給権を有 
 するに至った者及び同号イ⑴に係る者を除く。）、

 ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、

第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第

９号ロに該当するに至った第１号被保険者に係る

保険料の額は、当該該当するに至った日の属する

月の前月まで月割りにより算定した当該第１号被

保険者に係る保険料の額及び当該該当するに至っ

た日の属する月から令第３９条第１項第１号から

第９号までのいずれかに規定する者として月割り

により算定した保険料の額の合算額とする。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市介護保険条例第３条第１項から第４項までの

規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令和５年度分までの保

険料については、なお従前の例による。 
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議案第５１号 

さいたま市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

さいたま市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人  

さいたま市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市空き家等の適正管理に関する条例（平成２４年さいたま市条例第４４号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 空き家等 市内に所在する空家等対策の推進

に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号。以下「法」という。）第２条第１項に規定

する空家等をいう。 

⑴ 空き家等 市内に所在する建物その他の土地 

の工作物で、現に人が使用していないもの及び 

その敷地をいう。 

⑵ 管理不全な状態 法第２条第２項又は法第１ 

３条第１項に規定する状態をいう。 

⑵ 管理不全な状態 空き家等が次に掲げるいず 

れかの状態にあることをいう。 

 ア 老朽化又は台風等の自然災害により倒壊す 

 るおそれのあること。 

 イ 建築材等を飛散させ当該敷地外にある者の 

生命、身体又は財産に損害を及ぼすおそれの 

あること。 

 ウ 不特定の者の侵入が容易であるために犯罪 

行為を誘発するおそれのあること。 

 エ 雑草が繁茂し、又は害虫が発生し、若しく 

は動物（さいたま市動物の愛護及び管理に関 

する条例（平成１８年さいたま市条例第４６ 

号）第２条第１号の動物を除く。以下同じ。 
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）の死体、ふん尿その他の汚物が放置され、 

若しくは動物の毛等が飛散すること等に起因 

して当該敷地外の良好な生活環境を阻害する 

おそれのあること。 

⑶ 所有者等 法第５条に規定する所有者等をい 

う。 

⑶ 所有者等 空き家等を所有し、又は管理する 

者をいう。 

 

 （調査等） 

 第６条 市長は、第３条の規定による適正な管理が

なされていない空き家等があると認めるとき、又

は前条の規定による情報の提供があったときは、

この条例の施行に必要な限度において、その職員

に、当該空き家等に立ち入り、調査をさせ、又は

関係者に質問させることができる。 

 ２ 前項の規定による調査又は質問をする職員は、 

その身分を示す証明書を携帯し、関係者にこれを 

提示しなければならない。 

 ３ 第１項の規定による調査又は質問の権限は、犯 

罪捜査のために認められたものと解釈してはなら 

ない。 

 

 （指導） 

 第７条 市長は、前条の規定による調査等により管

理不全な状態にあると認める空き家等の所有者等

に対し、当該空き家等について適正な管理がなさ

れるよう必要な指導をすることができる。 

 

 （勧告） 

 第８条 市長は、前条の規定による指導をした場合

において、所有者等がなお空き家等を管理不全な

状態に置いていると認めるときは、当該所有者等

に対し、期限を定めて、当該空き家等の適正な管

理のために必要な措置を講ずべき旨の勧告をする

ことができる。 

 

（命令） （命令） 

第６条 市長は、法第１３条第２項の規定による勧

告を受けた者が当該勧告に従わなかったときは、

当該者に対し、期限を定めて、当該勧告に係る措

置を講じるよう命じることができる。 

第９条 市長は、前条の規定による勧告を受けた所

有者等が当該勧告に従わなかったときは、当該所

有者等に対し、期限を定めて、当該勧告に係る措

置を講ずるよう命ずることができる。 

 

（公表） （公表） 

第７条 市長は、前条の規定による命令を受けた者

が正当な理由なく同条の期限内に当該命令に従わ

なかったときは、次に掲げる事項を公表すること

ができる。 

第１０条 市長は、前条の規定による命令を受けた

所有者等が正当な理由なく同条の期限内に当該命

令に従わなかったときは、次に掲げる事項を公表

することができる。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 

２ 前項の規定は、法第２２条第３項の規定による

命令に従わなかった者について適用する。この場
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合において、前項中「前条」とあるのは「法第２ 

 ２条第３項」と、「同条」とあるのは「同項」と、

 「空き家等」とあるのは「法第２条第２項の特定

空家等」と読み替えるものとする。 

３ 市長は、第１項（前項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の規定による公表をしよ

うとするときは、あらかじめ、当該命令を受けた

者又はその代理人に意見を述べる機会を与えなけ

ればならない。 

 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとする

ときは、あらかじめ、当該命令を受けた所有者等

に意見を述べる機会を与えなければならない。た

だし、その者が正当な理由なく意見の聴取に応じ

ないときは、この限りでない。 

（必要な措置の要請） （必要な措置の要請） 

第８条 市長は、空き家等が犯罪行為の用に供され、

又は供されようとしている等緊急の必要があると 

認めるときは、当該空き家等が所在する地域を管 

轄する警察署長に必要な措置を講じるよう要請す 

るものとする。 

 

第１１条 市長は、空き家等が犯罪行為の用に供さ

れ、又は供されようとしている等緊急の必要があ

ると認めるときは、当該空き家等が所在する地域

を管轄する警察署長に必要な措置を講ずるよう要

請するものとする。 

第９条 ［略］ 第１２条 ［略］ 

 

 （空家等対策の推進に関する特別措置法との関係 

 ） 

 第１３条 第６条から第９条までの規定は、空家等

対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号。次項において「法」という。）第２

条第２項の特定空家等については、適用しない。 

 ２ 第１０条の規定は、法第１４条第３項の規定に

よる命令に従わなかった者について適用する。こ

の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０条

第１項 

前条の規

定による

命令を受

けた所有

者等 

空家等対策の推進に関する

特別措置法（平成２６年法

律第１２７号。以下この項

において「法」という。）

第１４条第３項の規定によ

る命令を受けた者 

同条 同項 

第１０条

第１項第

１号 

前条 法第１４条第３項 

第１０条

第１項第

２号 

前条 法第１４条第３項 

空き家等 法第２条第２項の特定空家

等 

第１０条

第１項第

３号 

前条 法第１４条第３項 
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第１０条

第２項 

当該命令

を受けた

所有者等 

当該命令を受けた者又はそ

の代理人 

 

  

第１０条 ［略］ 

 

第１４条 ［略］ 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （さいたま市空き地の環境保全に関する条例の一部改正） 

２ さいたま市空き地の環境保全に関する条例（平成１３年さいたま市条例第１８８

号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語 

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 空き地 現に人が使用していない土地又はこ 

れに等しい状態にあると認められる土地であっ 

て、空家等対策の推進に関する特別措置法（平 

成２６年法律第１２７号）第２条第１項の敷地 

を除いたものをいう。 

 ⑵ ［略］ 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語 

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 空き地 現に人が使用していない土地又はこ 

れに等しい状態にあると認められる土地であっ 

て、さいたま市空き家等の適正管理に関する条 

例（平成２４年さいたま市条例第４４号）第２ 

条第１号の敷地を除いたものをいう。 

 ⑵ ［略］ 
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議案第５２号 

さいたま市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定による任意入院者

の症状等の報告に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定による任意入院者の症

状等の報告に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定による任意入院者

の症状等の報告に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定による任意入院者の症

状等の報告に関する条例（平成１９年さいたま市条例第１６号）の一部を次のように

改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 
第１条 この条例は、精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和２５年法律第１２３号。以下

「法」という。）第３８条の２第２項の規定に基

づき、精神科病院に入院中の任意入院者に係る症 
状等の報告に関し必要な事項を定めるものとする。

第１条 この条例は、精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和２５年法律第１２３号。以下

「法」という。）第３８条の２第３項の規定に基

づき、精神科病院に入院中の任意入院者に係る症 
状等の報告に関し必要な事項を定めるものとする。

  
 （報告）  （報告） 
第２条 法第３８条の２第２項に規定する精神科病

院の管理者は、同項に規定する任意入院者の症状

及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施

行規則（昭和２５年厚生省令第３１号）第２０条

の５各号に規定する事項について、規則で定める

ところにより、市長に報告しなければならない。 

第２条 法第３８条の２第３項に規定する精神科病

院の管理者は、同項に規定する任意入院者の症状

及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施

行規則（昭和２５年厚生省令第３１号）第２０条

の５各号に規定する事項について、規則で定める

ところにより、市長に報告しなければならない。 
  

附 則 
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この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５３号 

さいたま市医療法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市医療法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市医療法施行条例の一部を改正する条例 

さいたま市医療法施行条例（平成２４年さいたま市条例第７５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（病院の従業者の基準） （病院の従業者の基準） 
第３条 法第２１条第１項第１号の規定により病院

が有しなければならない従業者の員数は、次の各

号に掲げる従業者の区分に応じ、当該各号に定め

る員数とする。 
 ⑴～⑶ ［略］ 
 ⑷ 栄養士又は管理栄養士 病床数１００以上の

病院にあっては、１ 
 ⑸・⑹ ［略］ 
２・３ ［略］ 

第３条 法第２１条第１項第１号の規定により病院

が有しなければならない従業者の員数は、次の各

号に掲げる従業者の区分に応じ、当該各号に定め

る員数とする。 
 ⑴～⑶ ［略］ 
 ⑷ 栄養士 病床数１００以上の病院にあっては、

１ 
 ⑸・⑹ ［略］ 
２・３ ［略］ 

  

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５４号 

さいたま市印鑑条例等の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市印鑑条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市印鑑条例等の一部を改正する条例 

 （さいたま市印鑑条例の一部改正） 

第１条 さいたま市印鑑条例（平成１３年さいたま市条例第２００号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（印鑑の登録） （印鑑の登録） 
第６条 市長は、前条の規定により本人の意思に基

づく申請であることを確認したときは、印鑑登録 
原票を作成して、当該印鑑を登録するものとする。

第６条 市長は、前条の規定により本人の意思に基

づく申請であることを確認したときは、印鑑登録

票を作成して、当該印鑑を登録するものとする。 
２ 市長は、前項の印鑑登録原票には、次に掲げる

事項を登録するものとする。 
 ⑴～⑺ ［略］ 

２ 市長は、前項の印鑑登録票には、次に掲げる事

項を登録するものとする。 
 ⑴～⑺ ［略］ 

３ 前項第２号から第７号までに掲げる事項を登録

する印鑑登録原票は、磁気ディスク（これに準じ

る方法により一定の事項を確実に記録しておくこ

とができる物を含む。）をもって調製する。 

３ 前項第２号から第７号までに掲げる事項を登録

する印鑑登録票は、磁気ディスク（これに準じる

方法により一定の事項を確実に記録しておくこと

ができる物を含む。）をもって調製することがで

きる。 
  
 （印鑑登録証の引換交付）  （印鑑登録証の再交付） 
第８条 印鑑登録証を著しく破損し、又は汚損した

ときは、申請に基づき、引換交付することができ

る。ただし、当該印鑑登録証に記載された登録番

号の判読が困難なときは、この限りでない。 

第８条 印鑑登録証を著しく破損し、又は汚損した 
ときは、申請に基づき、再交付することができる。

ただし、当該印鑑登録証に記載された登録番号の 
判読が困難なときは、この限りでない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 
  
 （印鑑登録証の返還）  （印鑑登録証の返還） 
第９条 印鑑の登録を受けている者（以下「印鑑登 第９条 印鑑の登録を受けている者（以下「印鑑登
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録者」という。）が次の各号のいずれかに該当す

るときは、本人又はその代理人は、印鑑登録証を

市長に返還しなければならない。 

録者」という。）が次の各号のいずれかに該当す

るときは、本人又はその代理人は、印鑑登録証を

市長に返還しなければならない。 
 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 
 ⑵ 印鑑登録証が著しく破損し、又は汚損したた

め引換交付を受けようとするとき。 
 ⑵ 印鑑登録証が著しく破損し、又は汚損したた

め再交付を受けようとするとき。 
 ⑶・⑷ ［略］  ⑶・⑷ ［略］ 
  
 （印鑑登録原票の登録事項の修正）  （印鑑登録票の登録事項の修正） 
第１１条 ［略］ 第１１条 ［略］ 
２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、

審査の上、当該事項について印鑑登録原票を修正 
するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、

審査の上、当該事項について印鑑登録票を修正す 
るものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、住民基本台

帳の記録に基づき、印鑑登録原票の登録事項に変

更があることを知ったときは、当該事項について

印鑑登録原票を修正することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、住民基本台

帳の記録に基づき、印鑑登録票の登録事項に変更

があることを知ったときは、当該事項について印

鑑登録票を修正することができる。 
  
 （印鑑登録原票の消除）  （印鑑登録票の消除） 
第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

場合は、当該印鑑登録原票を消除しなければなら

ない。 
 ⑴～⑻ ［略］ 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

場合は、当該印鑑登録票を消除しなければならな

い。 
 ⑴～⑻ ［略］ 

  
 （印鑑登録証明書の交付申請）  （印鑑登録証明書の交付申請） 
第１３条 印鑑登録者又はその代理人（個人番号カ

ード（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー 

ドをいう。以下同じ。）を添えて申請する場合は、

 印鑑登録者に限る。）は、印鑑登録証明書の交付

を受けようとするときは、印鑑登録証明書交付申

請書に印鑑登録証又は個人番号カードを添えて、

市長に申請しなければならない。 

第１３条 印鑑登録者又はその代理人は、印鑑登録

証明書の交付を受けようとするときは、印鑑登録

証明書交付申請書に印鑑登録証を添えて、市長に

申請しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、個人

番号カード（電子署名等に係る地方公共団体情報

システム機構の認証業務に関する法律（平成１４

年法律第１５３号。以下この項において「法」と

いう。）第２２条第１項に規定する個人番号カー

ド用利用者証明用電子証明書が同条第７項の規定

により記録されているものに限る。）又は電気通

信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の

２第４項第２号ロに規定する移動端末設備（法第

３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利用

者証明用電子証明書を記録した同項の電磁的記録

媒体が組み込まれたものに限る。）を端末機（本

市の電子計算機と電気通信回線で接続された端末 
機で、利用者自らが必要な操作を行うことにより、

証明書等を自動的に交付する機能を有するものを 

２ 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

第２条第７項に規定する個人番号カード（電子署

名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証

業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号。

以下この項において「法」という。）第２２条第

１項に規定する個人番号カード用利用者証明用電

子証明書が同条第７項の規定により記録されてい

るものに限る。）又は電気通信事業法（昭和５９

年法律第８６号）第１２条の２第４項第２号ロに

規定する移動端末設備（法第３５条の２第１項に

規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書

を記録した同項の電磁的記録媒体が組み込まれた

ものに限る。）を端末機（本市の電子計算機と電
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いう。次条において同じ。）に使用し、印鑑登録 
証明書の交付を申請することができる。 

気通信回線で接続された端末機で、利用者自らが

必要な操作を行うことにより、証明書等を自動的

に交付する機能を有するものをいう。次条におい

て同じ。）に使用し、印鑑登録証明書の交付を申

請することができる。 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  
 （印鑑登録証明書の交付）  （印鑑登録証明書の交付） 
第１４条 市長は、前条の規定により印鑑登録証明

書の交付申請があったときは、当該申請をした者

に対し、印鑑登録原票に登録されている印影の写

し（電子計算機又は端末機により出力されたもの

を含む。以下同じ。）に次に掲げる事項を記載し

て作成された印鑑登録証明書を交付するものとす

る。 
 ⑴ 印鑑登録原票に登録されている印影の写しに

相違ない旨 
 ⑵～⑸ ［略］ 

第１４条 市長は、第１３条の規定により印鑑登録

証明書の交付申請があったときは、当該申請をし

た者に対し、印鑑登録票に登録されている印影の

写し（電子計算機又は端末機により出力されたも

のを含む。以下同じ。）に次に掲げる事項を記載

して作成された印鑑登録証明書を交付するものと

する。 
 ⑴ 印鑑登録票に登録されている印影の写しに相

違ない旨 
 ⑵～⑸ ［略］ 

  

 （さいたま市認可地縁団体印鑑条例の一部改正） 

第２条 さいたま市認可地縁団体印鑑条例（平成１３年さいたま市条例第２０１号）

の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （印鑑の登録）  （印鑑の登録） 
第４条 市長は、前条の申請があったときは、当該

登録申請者が当該認可地縁団体の代表者等である

ことを確認するとともに、当該認可地縁団体につ

き地方自治法施行規則第２１条第２項の規定によ 
り作成された台帳（以下「地縁団体台帳」という。

 ）の記載事項並びに個人印鑑に係るさいたま市印

鑑条例第６条第１項の印鑑登録原票の記載事項及

び印影と照合するほか、当該登録申請書に記載さ

れている事項その他必要な事項について審査し、

認可地縁団体印鑑登録原票（以下「印鑑登録原票

」という。）を作成して認可地縁団体の登録をす

るものとする。 

第４条 市長は、前条の申請があったときは、当該

登録申請者が当該認可地縁団体の代表者等である

ことを確認するとともに、当該認可地縁団体につ

き地方自治法施行規則第２１条第２項の規定によ 
り作成された台帳（以下「地縁団体台帳」という。

 ）の記載事項並びに個人印鑑に係る印鑑登録票の

記載事項及び印影と照合するほか、当該登録申請

書に記載されている事項その他必要な事項につい

て審査し、認可地縁団体印鑑登録原票（以下「印

鑑登録原票」という。）を作成して認可地縁団体

の登録をするものとする。 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
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 （さいたま市住民基本台帳カードの利用に関する条例を廃止する条例の一部改正） 

第３条 さいたま市住民基本台帳カードの利用に関する条例を廃止する条例（平成２

７年さいたま市条例第７１号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

   附 則 附 則 
１ ［略］ １ ［略］ 

（住民基本台帳カードの利用に関する経過措置） （住民基本台帳カードの利用に関する経過措置） 
２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。

）前にこの条例による廃止前のさいたま市住民基

本台帳カードの利用に関する条例第５条第１項の

規定により交付サービスの提供を受けている住民

基本台帳カードの利用（同条例第２条第１号に規

定する自動交付機による交付の利用を除く。）に

ついては、施行日から当該住民基本台帳カードの

有効期間の満了の日又は令和６年４月３０日のい

ずれか早い日までの間は、なお従前の例による。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。

）前にこの条例による廃止前のさいたま市住民基

本台帳カードの利用に関する条例第５条第１項の

規定により交付サービスの提供を受けている住民

基本台帳カードの利用については、施行日から当

該住民基本台帳カードの有効期間の満了の日まで

の間は、なお従前の例による。 
 

３～７ ［略］ ３～７ ［略］ 
  

附 則 
 この条例中第３条の規定は公布の日から、第１条中第１３条の改正は令和６年４月

１日から、第１条の規定（同条中第１３条の改正を除く。）及び第２条の規定は同年

５月７日から施行する。 
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議案第５５号 

さいたま市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正す 

る条例の制定について 

さいたま市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条 

例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正す

る条例 

さいたま市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１３年さいた 

ま市条例第２７７号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（会計年度任用職員の給与） （会計年度任用職員の給与） 

第２２条 水道局企業職員で会計年度任用職員（地 

方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年 

度任用職員をいう。以下同じ。）であるものの給 

与は、給料、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、

時間外勤務手当、休日勤務手当、期末手当及び勤 

勉手当とし、職員及びさいたま市会計年度任用職 

員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年さ 

いたま市条例第１８号）の適用を受ける会計年度 

任用職員との権衡を考慮し、支給する。 

第２２条 水道局企業職員で会計年度任用職員（地 

方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年 

度任用職員をいう。以下同じ。）であるものの給 

与は、給料、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、

時間外勤務手当、休日勤務手当及び期末手当とし、

職員及びさいたま市会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例（令和元年さいたま市条例

第１８号）の適用を受ける会計年度任用職員との

権衡を考慮し、支給する。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５６号 

さいたま市給水条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市給水条例の一部を改正する条例 

さいたま市給水条例（平成１３年さいたま市条例第２７８号）の一部を次のように

改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（給水装置の新設等の申込み） （給水装置の新設等の申込み） 
第９条 給水装置の新設、改造、修繕（水道法（昭 第９条 給水装置の新設、改造、修繕（水道法（昭 

和３２年法律第１７７号。以下「法」という。） 和３２年法律第１７７号。以下「法」という。） 
第１６条の２第３項ただし書の国土交通省令で定 第１６条の２第３項ただし書の厚生労働省令で定 
める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去を める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去を 
しようとする者は、管理者の定めるところにより、 しようとする者は、管理者の定めるところにより、

あらかじめ管理者に申し込み、その承認を受けな あらかじめ管理者に申し込み、その承認を受けな 
ければならない。 ければならない。 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
  

（給水装置の基準違反に対する措置） （給水装置の基準違反に対する措置） 
第４２条 ［略］ 第４２条 ［略］ 
２ 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、 ２ 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、 
 指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事  指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事 
 に係るものでないときは、その者の水道の使用の  に係るものでないときは、その者の水道の使用の 
 申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止す 申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止す 
 ることができる。ただし、法第１６条の２第３項  ることができる。ただし、法第１６条の２第３項 
 ただし書の国土交通省令で定める給水装置の軽微 ただし書の厚生労働省令で定める給水装置の軽微 
 な変更であるとき又は当該給水装置の構造及び材  な変更であるとき又は当該給水装置の構造及び材 
 質がその基準に適合していることを確認したとき 質がその基準に適合していることを確認したとき 
 は、この限りでない。 は、この限りでない。 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  

-56-



 

 （過料） （過料） 
第４５条 市長は、次の各号の一に該当する者に対 第４５条 市長は、次の各号の一に該当する者に対 
 し、５万円以下の過料を科することができる。 し、５万円以下の過料を科することができる。 
 ⑴ 第９条第１項の承認を受けないで、給水装置 ⑴ 第９条第１項の承認を受けないで、給水装置 
  の新設、改造、修繕（法第１６条の２第３項た の新設、改造、修繕（法第１６条の２第３項た 
  だし書の国土交通省令で定める給水装置の軽微 だし書の厚生労働省令で定める給水装置の軽微 
  な変更を除く。）又は撤去をした者 な変更を除く。）又は撤去をした者 
 ⑵～⑷ ［略］ ⑵～⑷ ［略］ 
  

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５７号 

ひまわり学園大規模改修（建築）工事請負契約について 

ひまわり学園大規模改修（建築）工事について、下記のとおり請負契約を締結した

いので、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契 約 の 目的 ひまわり学園大規模改修（建築）工事 

２ 契 約 の 方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ５０２，８７３，８００円 

４ 契約の相手方 吾妻・山崎特定共同企業体 

         代表構成員 さいたま市大宮区浅間町２丁目４７番地１ 

               吾妻工業株式会社 

               代表取締役 吉村 祐起子 

         構 成 員 さいたま市見沼区大字南中野５６１番地３ 

               株式会社山崎工務店 

               代表取締役 山崎 聡亮 
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議案第５８号 

ひまわり学園大規模改修（機械設備）工事請負契約について 

ひまわり学園大規模改修（機械設備）工事について、下記のとおり請負契約を締結

したいので、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契 約 の 目的 ひまわり学園大規模改修（機械設備）工事 

２ 契 約 の 方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ３６４，２２２，１００円 

４ 契約の相手方 さいたま市見沼区東大宮２丁目３１番地２ 

         県南設備工業株式会社 

         代表取締役 瀬田 雄一 
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議案第５９号 

さくら草学園移転整備（建築）工事請負契約について 

さくら草学園移転整備（建築）工事について、下記のとおり請負契約を締結したい

ので、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（

平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契 約 の 目的 さくら草学園移転整備（建築）工事 

２ 契 約 の 方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ４０６，５６０，０００円 

４ 契約の相手方 さいたま市浦和区前地３丁目１４番１２号 

         スミダ工業株式会社 

         代表取締役 半田 正一 
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議案第６０号 

さいたま市立原山小学校（７・１８・２１・２４・２５棟）リフレッシュ改修

（建築）工事請負契約について 

さいたま市立原山小学校（７・１８・２１・２４・２５棟）リフレッシュ改修（建

築）工事について、下記のとおり請負契約を締結したいので、さいたま市議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第

４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契 約 の 目的 さいたま市立原山小学校（７・１８・２１・２４・２５棟）リフ

レッシュ改修（建築）工事 

２ 契 約 の 方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ６２２，７７７，１００円 

４ 契約の相手方 三ツ和・山一特定共同企業体 

         代表構成員 さいたま市北区宮原町１丁目５６５番地 

               三ツ和総合建設業協同組合 

               代表理事 山本 純義 

         構 成 員 さいたま市大宮区三橋２丁目４７７番地 

               株式会社山一建設 

               代表取締役 沼尾 均 
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議案第６１号 

さいたま市立谷田小学校（１・３１・３２棟）リフレッシュ改修（建築）工事

請負契約について 

さいたま市立谷田小学校（１・３１・３２棟）リフレッシュ改修（建築）工事につ

いて、下記のとおり請負契約を締結したいので、さいたま市議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２

条の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契 約 の 目的 さいたま市立谷田小学校（１・３１・３２棟）リフレッシュ改修

（建築）工事 

２ 契 約 の 方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ５２２，７２３，３００円 

４ 契約の相手方 不動・川村特定共同企業体 

         代表構成員 さいたま市南区南浦和３丁目３１番２０号 

               不動開発株式会社 

               代表取締役 松永 満 

         構 成 員 さいたま市大宮区桜木町４丁目１９９番地６ 

               川村建設株式会社 

               代表取締役 川村 郁夫 
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議案第６２号 

さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１０・１８・２０・２５・３３・

３４棟）リフレッシュ改修（建築）工事請負契約について 

さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１０・１８・２０・２５・３３・３４

棟）リフレッシュ改修（建築）工事について、下記のとおり請負契約を締結したいの

で、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契 約 の 目的 さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１０・１８・２０・

２５・３３・３４棟）リフレッシュ改修（建築）工事 

２ 契 約 の 方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 １，１３６，８７９，７００円 

４ 契約の相手方 佐伯工務店・佐伯リフォーム特定共同企業体 

         代表構成員 さいたま市北区日進町１丁目３１９番地 

               株式会社佐伯工務店 

               代表取締役 安藤 正浩 

         構 成 員 さいたま市北区櫛引町２丁目９０４番地 

               佐伯リフォーム株式会社 

               代表取締役 安藤 嘉明 
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議案第６３号 

さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１０・１８・２０・２５・３３・

３４棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事請負契約について 

さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１０・１８・２０・２５・３３・３４

棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事について、下記のとおり請負契約を締結した

いので、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 契 約 の 目的 さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１０・１８・２０・

２５・３３・３４棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事 

２ 契 約 の 方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 ３４３，４６９，５００円 

４ 契約の相手方 さいたま市北区奈良町１５３番地１２ 

         株式会社ケーアイ 

         代表取締役 熊井戸 純 
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議案第６４号 

議決事項の一部変更について（大宮区役所旧庁舎等解体工事請負契約） 

令和３年９月議会において議決を得た請負契約について（議案第１２６号。令和５

年２月議会において議決を得て一部変更（議案第５７号））下記のとおり変更するた

め、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「１，４１７，２４０，０００円」を「１，６０８，０９０，０００

円」に変更する。 
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議案第６５号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立三橋小学校（５－１、－２・６－

１、－２・１８・２６棟）・公民館リフレッシュ改修（建築）工事請負契約） 

令和５年６月議会において議決を得た請負契約について（議案第１１８号）下記の

とおり変更するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求め

る。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「１，３５８，４４１，７００円」を「１，４１６，８７３，７００

円」に変更する。 
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議案第６６号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 さいたま市緑区大字三室字西宿１３０５番１ 

（仮称）埼玉県立総合教育センター跡地公園整備・運営管理事業に

より整備される特定公園施設 

２ 取 得 先 さいたま市緑区東浦和１丁目２１番地３ 

株式会社内田緑化興業 

代表取締役 殿井 正仁 

３ 取 得 価 格 ２９０，２８０，０００円 

４ 取 得 理 由 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）に基づく公募設置管理制度

で実施中の（仮称）埼玉県立総合教育センター跡地公園整備・運営管

理事業により整備される特定公園施設を市が取得するため。 
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（参考） 

物件の概要 

所在地 さいたま市緑区大字三室字西宿１３０５番１ 

特定公園施

設の概要 
園路及び広場、修景施設、休養施設、遊戯施設、便益施設等 
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案　内　図

対象公園（予定地）

主
要
地
方
道
さ
い
た
ま
川
口
線
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見　取　図

※１　公募対象公園施設は、譲渡を受けるものではありません。
※２　見取図は、今後の工事の進捗等により変更となる可能性があります。



 

議案第６７号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 さいたま市中央区本町西１丁目１６７０番１ほか 

与野公園整備・運営管理事業により整備される特定公園施設 

２ 取 得 先 さいたま市南区文蔵１丁目１９番１７号 

大和リース株式会社さいたま支店 

支店長 古賀 章 

３ 取 得 価 格 ２４１，５００，０００円 

４ 取 得 理 由 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）に基づく公募設置管理制度

で実施中の与野公園整備・運営管理事業により整備される特定公園施

設を市が取得するため。 
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（参考） 

物件の概要 

所在地 さいたま市中央区本町西１丁目１６７０番１ほか 

特定公園施

設の概要 
園路及び広場、修景施設、休養施設、遊戯施設、便益施設等 
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対象公園

案　内　図
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見　取　図

※１　公募対象公園施設は、譲渡を受けるものではありません。
※２　見取図は、今後の工事の進捗等により変更となる可能性があります。



 

議案第６８号 

訴えの提起について 

不当利得の返還等の請求に関し、下記のとおり訴えをさいたま地方裁判所に提起し、 

又は和解するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号

の規定により議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 事件の概要 

 ⑴ 相 手 方 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇 〇〇 

 ⑵ 事件の要旨 上記の者は、入院病棟における夜勤を行う看護職員の配置につい

て、施設基準を満たしていないにもかかわらず療養の給付に係る診

療報酬等を不当に受給し、定められた期日が経過しても返還せず、

督促に応じなかったため、診療報酬等の返還等を求めるもの 

２ 請求の趣旨 

 ⑴ 相手方に対し診療報酬等の返還等を求めるもの 

⑵ 相手方に対し訴訟費用の負担を求めるもの 

３ 訴訟遂行の方針 

 ⑴ 上記の者から診療報酬等を全額返還する旨の申入れがあり、かつ、その履行が

早期に見込まれる場合は、和解するものとする。 

 ⑵ 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。 

 

 

 

-75-



 

議案第６９号 

指定管理者の指定について 

さいたま市健康福祉センター東楽園の指定管理者について、下記のとおり指定した

いので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により

議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

 ⑴ 所在地 さいたま市見沼区大字膝子９８４番地 

 ⑵ 名 称 さいたま市健康福祉センター東楽園 

２ 指定管理者に指定する団体 

 ⑴ 所在地 さいたま市浦和区常盤５丁目２番１８号 

 ⑵ 名 称 さいたまユニバーサル・ウェルネスＪＶ 

 ⑶ 代表者 アイル・コーポレーション株式会社 

代表取締役 町田 哲雄 

３ 指定する期間 

  令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
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議案第７０号 

包括外部監査契約について 

包括外部監査契約を下記のとおり締結したいので、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の３６第１項の規定により議決を求める｡ 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

１ 契 約 の 目的 包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始期 令和６年４月１日 

３ 契 約 の 金額 １７，０００，０００円を上限とする額 

４ 契約の相手方 住所 さいたま市中央区上落合９丁目１１番２５－８１２号 

氏名 小松 聡 

資格 公認会計士 
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議案第７１号 

首都高速道路株式会社が行う高速道路事業の変更に対する同意について 

道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７号）第３条第６項の規定に基づき、首都

高速道路株式会社が別紙のとおり埼玉県道高速さいたま戸田線に関する事業の料金の

額及びその徴収期間を変更することについて、同条第７項の規定において準用する同

条第３項及び第４項の規定により同意することの議決を求める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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（別紙） 

 埼玉県道高速さいたま戸田線に関する事業の料金の額及びその徴収期間について、

その一部を次のとおり変更する。 

  

 ４⑴イ(ｳ)を削る。 

５中「令和４７年９月３０日」を「令和５６年３月２０日」に改める。 
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議案第７２号 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり市

道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議決を求める。 

  令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 
 

路  線  名 
 
延  長 

   ｍ 

 
幅 員 

  ｍ 
起   点 終   点 重要な経過地 

Ａ 第 ８ ３ ９ 号 線 82 09 4 00 

さいたま市桜区大字

塚本字東耕地２６番

１２地先 

さいたま市桜区大字

塚本字東耕地２６番

１地先 

 

Ｆ 第 ５ １ ８ 号 線 452 85 10 80 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１３８５番

２地先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１番１地先 
 

Ｆ 第 ５ １ ９ 号 線 120 59 5 46 

さいたま市浦和区高

砂三丁目２５番３地

先 

さいたま市浦和区高

砂三丁目１番２地先 
 

Ｆ 第 ５ ２ ０ 号 線 130 74 5 80 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１１９番２

地先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１２１番２

地先 

 

Ｆ 第 ５ ２ １ 号 線 32 65 5 80 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１２５番８

地先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１２５番２

地先 

 

Ｆ 第 ５ ２ ２ 号 線 74 06 

2 

～ 

3 

73 

 

36 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１１１番２

地先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１０８番２

地先 

 

Ｆ 第 ５ ２ ３ 号 線 43 25 

2 

～ 

3 

74 

 

39 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１０４番５

地先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１０３番２

地先 

 

Ｆ 第 ５ ２ ４ 号 線 31 06 5 46 

さいたま市浦和区岸

町七丁目９７番２地

先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目９６番４地

先 

 

Ｆ 第 ５ ２ ５ 号 線 85 26 5 46 

さいたま市浦和区岸

町七丁目９４番１地

先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目９１番１地

先 

 

Ｋ 第 ５ ０ ８ 号 線 63 10 

4 

～ 

6 

00 

 

48 

さいたま市南区大字

広ヶ谷戸字吹通１９

５番１０地先 

さいたま市南区大字

大谷口字向原１７２

９番４地先 

 

第 ７ ９ ２ 号 線 61 04 4 00 

さいたま市中央区円

阿弥四丁目５６８番

７地先 

さいたま市中央区円

阿弥四丁目５６６番

７地先 

 

第 ７ ９ ３ 号 線 364 55 

3 

～ 

5 

83 

 

16 

さいたま市中央区新

中里四丁目１１７２

番２地先 

さいたま市中央区新

中里四丁目１２７５

番地先 
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路  線  名 
 
延  長 

   ｍ 

 
幅 員 

  ｍ 
起   点 終   点 重要な経過地 

第 ７ ９ ４ 号 線 95 05 

3 

～ 

4 

98 

 

35 

さいたま市中央区鈴

谷九丁目２４６番１

０地先 

さいたま市中央区鈴

谷九丁目２４２番３

地先 

 

第 ７ ９ ５ 号 線 242 44 

3 

～ 

4 

96 

 

10 

さいたま市中央区鈴

谷九丁目３６４番地

先 

さいたま市中央区鈴

谷九丁目２０５番３

地先 

 

１ ２ ９ ５ ４ 号 線 89 31 4 50 

さいたま市北区今羽

町５１４番１２地先 

さいたま市北区今羽

町５１４番６地先 

 

 

３ ２ ９ ７ １ 号 線 158 92 5 15 

さいたま市西区西大

宮一丁目３４番８地

先 

さいたま市西区西大

宮一丁目１９番１７

地先 

 

３ ２ ９ ７ ２ 号 線 86 74 5 15 

さいたま市西区西大

宮一丁目１３番２地

先 

さいたま市西区西大

宮一丁目１４番３地

先 

 

３ ２ ９ ７ ３ 号 線 91 33 5 15 

さいたま市西区西大

宮一丁目３９番１地

先 

さいたま市西区西大

宮一丁目３５番１地

先 

 

４ １ ７ １ ６ 号 線 75 48 5 00 

さいたま市西区大字

水判土字観音脇５０

２番２９地先 

さいたま市西区大字

水判土字観音脇５０

２番１７地先 
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議案第７３号 

   市道路線の廃止について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を廃止することについて、同条第３項の規定により議決を求める。 

  令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 
 

路  線  名 

 

延  長 

   ｍ 

 

幅 員 

  ｍ 

起   点 終   点 重要な経過地 

Ｆ 第 ５ 号 線 649 11 10 80 

さいたま市南区別所

一丁目１３６７番１

地先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１番１地先 
 

Ｆ 第 ４ ８ 号 線 275 55 

4 

～ 

5 

50 

 

60 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１１１番２

地先 

さいたま市浦和区高

砂二丁目１２５番１

地先 

 

Ｆ 第 ４ ９ 号 線 191 90 5 80 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１１６番１

地先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１３０番１

地先 

 

Ｆ 第 ５ ０ 号 線 153 22 

2 

～ 

3 

73 

 

39 

さいたま市浦和区岸

町七丁目９６番１地

先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目１０２番４

地先 

 

Ｆ 第 ５ １ 号 線 156 50 5 46 

さいたま市浦和区岸

町七丁目９７番２地

先 

さいたま市浦和区岸

町七丁目８９番２地

先 

 

Ｋ 第 １ ５ ２ 号 線 16 40 1 80 

さいたま市南区大字

大谷口字向原１７２

９番７地先 

さいたま市南区大字

大谷口字向原１７２

９番６地先 

 

第 ４ ８ ２ 号 線 407 44 

3 

～ 

5 

83 

 

16 

さいたま市中央区新

中里四丁目１１７２

番２地先 

さいたま市中央区新

中里四丁目１３１１

番１地先 

 

第 ５ ０ １ 号 線 240 06 

3 

～ 

4 

98 

 

35 

さいたま市中央区鈴

谷九丁目２４６番１

０地先 

さいたま市中央区鈴

谷九丁目２３１番１

地先 

 

第 ５ ０ ３ 号 線 419 82 

3 

～ 

4 

96 

 

10 

さいたま市中央区鈴

谷九丁目３６４番地

先 

さいたま市中央区鈴

谷九丁目２２０番１

地先 

 

３ ２ ４ ４ ８ 号 線 31 90 

2 

～ 

3 

00 

 

03 

さいたま市北区日進

町三丁目４１９番１

地先 

さいたま市北区日進

町三丁目４２０番１

地先 
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凡 例

認 定 路 線

起点 終点

起点 終点

廃 止 路 線

Ｌ ＝ 延 長 Ｗ ＝ 幅 員
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参 考 案 内 図

Ａ第８３９号線認定
L=82.09m W=4.00m

県立浦和北高等学校
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参 考 案 内 図

Ｆ第５１９号線認定
L=120.59m W=5.46m

Ｆ第４８号線廃止
L=275.55m W=4.50～5.60m

Ｆ第５２０号線認定（北側）

L=130.74m W=5.80m
Ｆ第５２１号線認定（南側）

L=32.65m W=5.80m
Ｆ第４９号線廃止

L=191.90m W=5.80m

Ｆ第５２２号線認定（西側）

L=74.06m W=2.73～3.36m
Ｆ第５２３号線認定（東側）

L=43.25m W=2.74～3.39m
Ｆ第５０号線廃止

L=153.22m W=2.73～3.39m

Ｆ第５２４号線認定（西側）

L=31.06m W=5.46m
Ｆ第５２５号線認定（東側）

L=85.26m W=5.46m
Ｆ第５１号線廃止

L=156.50m W=5.46m

Ｆ第５１８号線認定
L=452.85m W=10.80m

Ｆ第５号線廃止
L=649.11m W=10.80m

埼玉県庁
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参 考 案 内 図

Ｋ第５０８号線認定
L=63.10m W=4.00～6.48m

Ｋ第１５２号線廃止
L=16.40m W=1.80m
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参 考 案 内 図

第７９２号線認定
L=61.04m W=4.00m

与野西北小学校
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参 考 案 内 図

第５０１号線廃止
L=240.06m W=3.98～4.35m

第７９４号線認定
L=95.05m W=3.98～4.35m

第５０３号線廃止
L=419.82m W=3.96～4.10m

第７９５号線認定
L=242.44m W=3.96～4.10m
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参 考 案 内 図

第４８２号線廃止
L=407.44m W=3.83～5.16m

第７９３号線認定
L=364.55m W=3.83～5.16m
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参 考 案 内 図

１２９５４号線認定
L=89.31m W=4.50m

泰平小学校

泰平中学校
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参 考 案 内 図

３２９７３号線認定
L=91.33m W=5.15m

３２９７２号線認定
L=86.74m W=5.15m

３２９７１号線認定
L=158.92m W=5.15m
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参 考 案 内 図

４１７１６号線認定
L=75.48m W=5.00m

新川

４０６７４号線

慈眼寺
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参 考 案 内 図

３２４４８号線廃止
L=31.90m W=2.00～3.03m

日進北小学校
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議案第７４号 

   固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 さいたま市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任したいので、地方税法（

昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

上野 康子 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第７５号 

   固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 さいたま市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任したいので、地方税法（

昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
山神 和子 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第７６号 

   固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 さいたま市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任したいので、地方税法（

昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
清水 貴行 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第７７号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
小川 惠美子 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第７８号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
神  達也 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第７９号 

土地利用審査会委員の任命について 

 さいたま市土地利用審査会委員に下記の者を任命したいので、国土利用計画法（昭

和４９年法律第９２号）第３９条第４項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
上杉 徳子 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第８０号 

土地利用審査会委員の任命について 

 さいたま市土地利用審査会委員に下記の者を任命したいので、国土利用計画法（昭

和４９年法律第９２号）第３９条第４項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

小松 登志子 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第８１号 

土地利用審査会委員の任命について 

 さいたま市土地利用審査会委員に下記の者を任命したいので、国土利用計画法（昭

和４９年法律第９２号）第３９条第４項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
西形 知行 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第８２号 

土地利用審査会委員の任命について 

 さいたま市土地利用審査会委員に下記の者を任命したいので、国土利用計画法（昭

和４９年法律第９２号）第３９条第４項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇 

岡澤 由季 〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第８３号 

土地利用審査会委員の任命について 

 さいたま市土地利用審査会委員に下記の者を任命したいので、国土利用計画法（昭

和４９年法律第９２号）第３９条第４項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇 

各務 実 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第８４号 

土地利用審査会委員の任命について 

 さいたま市土地利用審査会委員に下記の者を任命したいので、国土利用計画法（昭

和４９年法律第９２号）第３９条第４項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇 

御畑 博司 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第８５号 

土地利用審査会委員の任命について 

 さいたま市土地利用審査会委員に下記の者を任命したいので、国土利用計画法（昭

和４９年法律第９２号）第３９条第４項の規定により同意を求める。 

  令和６年２月６日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
山下 三佐子 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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